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論文要旨 
 
本課題研究「小規模小売企業における電子商取引プラットフォーム選択の研究」を思い立
った問題意識の中心は、「日本の小規模小売企業の復活」である。日本の発展の象徴であり、
現在でも日本流通のエンジンと言える小規模小売企業は、成長の可能性を求めて大手の取
引先が提供する電子商取引プラットフォームを選択したにも関わらず、実際には、日々疲弊
し縮小しているのである。本課題研究は小規模小売企業の経営課題を、優れた先行研究の中
の論理に照らし合わせる事で課題を明確にし、未来に繋げる糸口を探る事を目的とする。本
研究では先行研究の多くがパワー関係の拮抗した大規模組織間に採用する「資源依存」「取
引コスト」「埋め込み」「両立可能性」「差別化」の論理をあえて小規模小売企業と大手の電
子商取引プラットフォーム提供者との大きく非対象な関係に適用し、仮説検証を通じて、小
規模小売企業に適した論理を考える。 
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Ⅰ．はじめに －問題意識とリサーチクエスチョン－ 
 
本課題研究「小規模小売企業における電子商取引プラットフォーム選択の研究」を思い立
った問題意識の中心は、「日本の小規模小売企業の復活」である。日本の発展の象徴であり、
現在でも日本流通のエンジンである小規模小売企業は電子商取引プラットフォームの発展
により日々疲弊し縮小している事は明白な事実である。日本の小規模小売業は、多くの産業
において、日本の伝統的な多段階流通構造の中でも最も重要な顧客への直接販売機能（市場
接点）を担っている。殆どの産業において、日本全国に分散点在する小規模小売企業は、後
ろに控える広域供給を生業とした中間流通事業者である卸業と、さらにその後ろに控える
大手製造業で構成されており、小規模小売企業は、サプライチェーンのフロントエンドとし
ての役割を明確にしながら高度経済成長期（1955 年頃～1973 年）を通じて、その数を急激
に増やしていった。しかし、その後訪れる 2度のオイルショックに耐えられず、ついに 1982
年を最高に減少に転じるのである。以降、バブル期、アベノミクスなど景気回復期が訪れて
もその数は増加に転じる事はなく、現在に至るまで、長期にわたり継続的に減少を続けてい
る。早晩日本の小売業の主役は大手の小売チェーンや卸企業や製造業の直販、そして近年特
に、電子商取引プラットフォーマーと呼ばれる事業者にとって代わられると予測する研究
者は多い。実際、約 20 年前から実用化の始まった日本におけるインターネットを主とした
電子商取引の比率は、現在、17 年度の実績として、B to B（企業間取引）市場では 29.6%
（電子商取引総額 317 兆 2110 億円）、B to C（消費者向け取引）市場では、5.79％（電子商
取引総額 16 兆 5054 億円）であった。それぞれ前年比で B to B は 1.3P、B to C は 0.36P 上
昇しており、市場の成長率は、売上対前年比で B to B、 B to C 共に 9%増となっている（経
済産業省 2016）。 
しかし、大規模小売業支配への変革は簡単な話ではない事も事実であり、別の調査報告と
して、小規模小売企業が依然として重要な役割を担っている事を現わすデータがある。その
調査報告によれば、日本の典型的な流通構造である小規模小売企業を経由する販売は、依然
として日本の小売業全体売上の約 7割を占め（経済産業省、2017）、その額は約 97.5 兆円で
あり、百貨店、スーパー、コンビニエンスストア、専門量販店を合わせた 45 兆円を大きく
上回る。このことから小規模小売企業の健全な維持は今後の日本の流通機能の維持や発展
において重要である事は明白である。もしかすると、小規模小売企業の役割は、それ以上の
であるかも知れない。つまり、国を挙げて推し進める流通全般の電子商取引化の拡大は、小
規模小売企業の再生にかかっていると考える事も重要ではないだろうか。しかしながら、今
後の電子商取引の進展において、従来の日本に存在する小規模小売企業が持つ課題は何な
のか、その存在がどのような影響を与えるのかの研究は以外に少ない。実際、小規模小売企
業の多くは、それぞれの企業が長年蓄積してきた人的対面営業（御用聞き営業）と電子商取
引プラットフォーム導入のはざまで日々悩んでいる。電子商取引プラットフォームを 15 年
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以上前に導入しながらも活用出来ずに苦戦している企業もあれば、今現在、導入を悩んでい
る企業もある。小規模小売企業経営者は、たとえ企業規模が小さくても、日々何等かの戦略
的な論理を駆使して、経営判断を行っていると推測する。それが一般に知られる経営理論を
元にしたものであるか、長年の経営経験の中で感覚的に構築した理論かは不明だが、先行研
究者が、主に大手企業を対象に研究し体系化してきた論理は、規模に関係なく根本的には同
じなのではないかと考える。本研究は、小規模小売企業における「顧客向けの電子商取引プ
ラットフォームの選択」についてのアプローチから、その実態を探究する事で電子商取引プ
ラットフォーム全盛時代における小規模小売企業の事業継続の可能性をこれまでの小規模
小売企業と大規模電子商取引プラットフォーマーの関係性から明らかに出来ればと考える。 
ここで問題意識をリサーチクエスチョンに置き換える。それは、全体数は減少しながらも、
縮小に抵抗しながら生き残ろうと努力する小規模小売企業（の経営者）は、上流の大手卸企
業やメーカーから電子商取引プラットフォーム導入を勧められた時、いかなる経営的な論
理や感情をもってその企業の所有する電子商取引プラットフォームを採用したのだろうか。
しかも、そのプラットフォームは、小規模小売企業の資本力では構築出来ないものであり、
これまで複数社ある仕入先の卸企業や製造企業との極端なパワーの違いにさらされながら
経営判断を行って来たと想定される。もう一つのクエスチョンとして、実際に多くの小規模
小売企業が採用に踏み切っている事も事実であり、ある電子商取引のプラットフォームを
数年にわたり利用した結果、会社にどのような変化が生まれのかという事である。これら２
つのリサーチクエスチョンを、近しい課題に取り組んだ先行研究を探し、先行研究者の論理
を参考に、自身の課題研究である「顧客向けの電子商取引プラットフォームの選択」に当て
はめてみたい。同じ課題を持つ産業は多数存在するが、本課題研究では「文具事務用品産業」
を取り上げる（図１参照）。理由は、問題意識を最初に持った産業であり、問題の深刻さは
深く、特に電子商取引プラットフォーマーとの関係はアスクルの創業から始まり多くの類
似プラットフォーマーも参戦しながら 20 年以上経過し産業の電子商取引率が 2017 年 37％
を超えた（経済産業省 2018）状況にあるにも関わらず、小規模小売企業群は、まったく幸
せになっていないからである。この文具事務用品流通における小規模小売企業復活の糸口
が見つかれば、他の同様の構造を持つ日本の産業に広く役立つ可能性があるはずである。そ
の信念を持って本研究に取り組む所存である。 
     
 
 
 
 
 
図１ 
（文具事務用品流通概念図） 
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Ⅱ．先行研究について 
 
 日本の流通における企業間の関係性や、関係性の中で行われる企業の行動についての研
究は多数あり、今回その先行研究の論理のキーワードとして「組織間パワー」「資源依存」
「両立可能性」「延期的流通システム」「差別化」「評判」に注目した。何れもが長年にわた
り多くの先行研究が存在し、本実証研究に対しても重要な視座が示されている。それらの先
行研究について以下に紹介する。 
 
１． 資源依存パースペクティブから考察する大規模小売業と卸や製造業の関係性に関す
る先行研究 
 
組織間関係論の統合パースペクティブの一つである資源依存パースペクティブは、1978
に Pfeffer と Salancik により論理の枠組みとして構築され、以降 50 年近く続く論理であ
る。資源依存パースペクティブは、どのように組織間関係が形成され、維持され、変化し
ていくのか、その過程のマネジメントをいかに行うのかについて、最も優れた分析の枠組
みを提示している。 
資源依存パースペクティブは、組織を基本的分析単位とし、組織の視点から大きく２つ
の方向性で組織間関係を取り扱っている。組織が存続していくためには、外部環境から資
源を獲得あるいは処分しなければならないということである。つまり、一つは「依存」に
向かう方向性、もう一つは、自らの自律性を保持することで他組織への「依存を回避」し
ようとする方向性である。また、二者間では双方において、相手を自分に依存させて、自
らの支配の及ぶ範囲を拡大しようとする綱引きや、依存を受け容れざるをえないときには、
手のひらを返したように、相手の資源を積極的に活用するなど、「自律」と「依存」の間に
おいて多様な存続の姿を模索するのである。特に「依存」という概念は、組織間関係にお
いて重要な概念であり「パワー依存モデル」（Emerson 1962）によれば、「依存」とは他組
織が当該組織に対してパワーをもっていることであり、他組織からすれば自らにとって望
ましいことをその組織にさせる能力をもつことにほかならない（山倉 1993）という。山倉
は研究の中で幾つかの重要な仮説を立ててそれを実証している。それらは、「組織は、そ
の組織にとって他組織の資源が重要であればあるほど、組織がそれ以外の源泉から必要と
する資源を獲得できなければできないほど、他組織に依存していると言える」という仮説
の実証であり、「組織は他組織にとって稀少であり重要である資源を保有していればいる
ほど、また資源を独占していればいるほど、他組織へのパワーを持つ」という仮説の実証
である。この課題研究においてこれらの論理は非常に有効であると考える。 
さらに、この先行研究は他にも多くの重要な視座を提供してくれる。組織間関係は対等
である事は稀で、常に非対称関係(パワー不均衡)が形成される事を意識しなければならな
いという事や、さらに重要な視点として組織が目的とした依存関係を構築した後、維持発
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展させるためのマネジメント構築に関する考察が不可欠であるという指摘などである。 
また、資源依存パースペクティブにおける発想や見方についても重要な指針が得られる。
基本的にはある組織間の問題でありながら、組織間の周辺をとりまく環境(周辺組織)の操
作可能性にも目を向けなければならない。また、組織間関係の形成理由を他組織がコント
ロールしている資源の必要性にも着目し、そこから議論を展開する必要があるとも論じて
いる。つまり、このパラダイムでは、必要な環境は他組織にあり、それは１つではなく常
に資源の集合として捉える必要がある。ここでいう資源は、一般的に企業組織が持つ資金、
施設、人材にとどまらず、情報·制約事項·正当性、社会性などを含む広い概念としてとら
える必要がある。資源依存パースペクティブは、組織間関係の生成・維持やパワーの形成
の理由に説明を与えるのみならず、依存そのものの操作という観点から組織間関係のマネ
ジメントという課題に対しても解を与えてくれる優れた分析枠組みである（山倉 1993）と
して本課題研究においても中核の論理にしたいと考える。 
もう一つの資源依存の先行研究として、具体的に小売業に焦点をあてた「小売企業におけ
る依存度管理戦略の展開」（高嶋 2013）を挙げる。この先行研究は流通における資源依存管
理について特化して有用な視座や論理を与えてくれる。この先行研究は、組織間関係を流通
サプライチェーン上位に位置する製造業と流通フロントに位置する小売業について論じて
いる。製造業は、取引先の大規模小売企業に対して販売依存度を管理し、その小売企業が発
揮しようとするバイイング・パワーを抑え込もうとする。方や、小売企業側は、特定の大手
製造業への仕入依存度を抑え、その製造業を含めて複数の仕入先企業から、より有利な取引
条件を得るために依存度管理を行おうとする。その組織間関係性を前提に、日本の小売企業
の仕入先に対する依存度管理が、小売業へのパワーシフトと物流・情報システムの高度化の
もとで、どのように行われているのかについて、小売企業への質問票調査データに基づく実
証分析により明らかにしようとする研究である。 
厳しい競争環境においては、迅速かつ多頻度少量のサプライチェーン・システムを導入す
ることが、小売企業の競争優位において重要な条件となっており、そのための迅速で多頻度
少量の在庫補充をめざす延期的流通システムの構築は、消費者需要の不確実化に伴う在庫
リスクや在庫コストの上昇による価格競争力低下という問題を回避し、迅速で多頻度の在
庫補充（欠品減）を実現し、販売機会の損失を防止し、売上高を確保し、在庫回転率や売場
生産性を高める事で利益率を高めることが期待されている（高嶋 2010）。この先行研究では、
小売企業は上流の製造業や卸業などに対しどのような関係を模索すべきかを以下のように
論じている。第 1に、仕入先企業に対して延期的流通システムのための物流投資や情報投資
を実行させ、迅速で多頻度少量の注文処理や配送を小売企業主導のもとに行わせる（但し、
事前に小売企業の仕入先企業に対するパワー関係を強化する必要がある）第 2 に、バイイン
グ・パワーを強化するために、小売企業は仕入先を集中せず、仕入先企業間の競争を促すと
いう依存度管理を行う。第 3に、仕入先企業に延期的流通システムのための物流や情報の投
資を実行させるには、仕入先企業と自社の安定的な関係を構築する必要があるが、依存度管
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理によりパワー関係のみを強化すれば、その安定的な関係自体を損なう危険性がある。その
ため、仕入先を分散して互いに競わせるような依存度管理が難しくなり、効率的な物流や注
文処理を優先してしまう事で、結果的に仕入先が集約されることがある（高嶋 2013）と言
う。この先行研究における実証分析として、日本の小売企業において依存度管理がどのよう
に行われるのか、具体的には，日本の小売企業は、延期的な流通システムへの志向により依
存度管理を強化するのか、あるいは緩和するのかを明らかにするという。さらに、小売企業
の製造業や卸業に対するバイイング・パワーが現実にどのように形成され行使されるのか
も検証している。いずれにしても、小売企業にとって仕入先企業との関係を適切に管理する
ことは、店頭における価格や品揃えでの優位性を形成できることにつながる。小売企業によ
る仕入先企業との関係管理の重要な要素である「パワー関係」は、仕入価格の低減など有利
な条件を得るだけでなく、仕入先企業の物流や生産やサービスなどの諸活動を統制する重
要な条件となる。このような取引関係における依存度がパワー関係を規定するのは、依存度
が取引相手の代替困難性を表すからであり、仕入や販売において取引金額的に大きな比重
を占めるほど、その取引相手を他の企業で代替する事が難しくなる。また、依存度がパワー
関係を規定するためには、市場構造への影響があることが前提条件となるという。例えば、
ある小売企業が市場で高い販売シェアを持つとき、仕入先企業は、同じ販売額を他の小売企
業でカバーすることは難しく、小売企業は仕入先企業に対して優位なパワー関係を形成で
きる。逆に、メーカーが市場において高いシェアを獲得しているときには、小売企業は、そ
の代替的な製品を調達することが難しくなり小売業者のパワーは弱くなる（1994 高嶋）。 
この先行研究の実証分析とその結果として、本課題研究に有効と思われるいくつかの示
唆がある。この先行研究では、小売企業の依存度管理を従属変数とし「延期的流通の重視度」
「小売企業規模」「メーカーの製品市場シェア」「ナショナルブランドのロイヤルティ」「卸
売企業の販売シェア」「仕入価格重視度」「返品重視度」「最寄り品ダミー」の各変数を独立
変数とした重回帰分析をおこなっている。その結果によれば、この先行研究の焦点となった
「延期的流通の重視度」については、回帰係数、有意水準 5％で正の値を示し「小売企業が
迅速な在庫補充などの延期的流通を志向するほど、小売企業は依存度を引き下げる行為を
行いやすい」ことが証明された。さらに、依存度管理の可能性を規定すると考えられる市場
構造に関わる検証については、小売企業規模の回帰係数は、有意水準 10％であるものの正
の傾向を示し「大規模な小売企業になるほど、依存度をコントロールすることができるよう
になる」と考えられるとしている。それに対してメーカーや卸売企業の売手側の条件につい
ては、売手側のパワー関係が強くなるほど小売企業の依存度管理がしにくくなると予想し
たが、ナショナルブランドのロイヤルティと卸売企業の販売シェアの各変数の係数は有意
ではなく、メーカーの製品市場シェアは、予想とは逆に、有意水準 5％で 正を示し「少数
のメーカーで市場を支配するほど、小売企業の依存度引き下げが行われる」ことが示唆され
た。つまり「メーカーが寡占的に市場を支配する状況であるほど、小売企業は、仕入依存度
を引き下げる必要性を強く認識する」と考えられるという。つまり、サプライチェーン上流
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の企業が優位なパワー関係のもとでは、下流に位置する小売企業は、自らに有利なパワー関
係に変えるために、依存度管理をより強めることになると予想され、それは、小売業へのパ
ワーシフトの移行を示すものと考えられる。 
依存度管理に関する先行研究からは本研究に対して多くの示唆が得られた。特に高嶋の
「小売企業における依存度管理戦略の展開」における実証分析は、大手小売企業を意識した
ものであり、パワー関係においては、大手小売業と大手卸企業や大手製造企業のパワーが拮
抗するケースであるが、その分析のアプローチは、同じ日本の流通サプライチェーン構造を
持ち、同じ立ち位置にある小規模小売企業にも当てはまるはずである。しかも、市場接点は
大規模小売業以上に大きく考察の意義は大きい。小規模小売企業と上流の大手卸企業や大
手製造企業とのパワーの差は極端に大きいが、本研究において、そのパワー関係が極端に不
均衡の場合のケースを仮説検証してみる。その検証結果は単純に組織間のパワー関係が逆
転して上流の大手卸企業や大手製造業が強い場合の結果ではないと推測する。規模は小さ
いが、小規模小売企業もまた自らの事業継続や成長のために、サプライチェーンの中で、自
社の何十倍もの規模を持つ上流の大手の取引先に対しても、何らかの勇気と論理をもって
依存管理を試みている推測する。その関係性の中で、電子商取引プラットフォームは大きな
資源である。資本力がある卸企業や製造企業側しか電子商取引プラットフォームを構築し
所有する事が出来ないとすれば、多数の同質的な小規模小売企業を相手にどのような働き
を仕掛けているのだろうか。方や、自ら電子商取引プラットフォームを構築する事は不可能
な小規模小売企業はいかに依存度管理を試みるのだろうか。先行研究によれば、システム構
築費用の増減は小売企業が負担する費用だけではなく、卸売企業・製造企業の費用を含めた
全体としての費用効率性を達成する（高島 2010）と言われ密接な関係にある事は明白であ
るというが、この先行研究は、双方の投資力が拮抗するコンビニエンスストアチェーンのよ
うな大手小売企業側と、大手卸企業や大手製造業の間で、大手小売企業側が電子商取引プラ
ットフォームを構築する「強い」立場を得るとした研究であり、当然、小売企業は「パワー
関係」に基づいて卸や製造に対して迅速で延期的な貢献を求めようとする（高島 2010）場
合である。つまり、大規模小売企業側の立場としては依存管理を行い、卸や製造側の依存度
を下げたいという要求を行う事が必然である。そのために小売企業側は卸企業や製造企業
側に対するパワー関係を強化しようと試み、同時並行的に、その動きに相反して仕入先企業
と長期的に安定的な取引関係を築こうともする難しい戦略を遂行しようとするのである。
この場合、電子商取引プラットフォームは、その両方の戦略に影響し、拮抗する小売企業と
卸企業や製造企業との組織間パワー関係による依存度管理の仕掛け合いの中で、ある位置
に位置づけられるのだという。本研究が想定する組織間パワーは極端に非対称ではあるが、
百対ゼロではないはずである。圧倒的なパワー差の中でも小規模小売企業に適した依存管
理を見いだせる事を期待したい。 
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２． 小売業と、上流に位置する卸や製造業による取引コストと延期的流通システムにつ
いての先行研究 
 
取引コストパースペクティブは、１９９１年度ノーベル経済学賞受賞者のコースを創始
者とし、ウィリアムソンによって体系化されたフレームワークである。取引コストパースペ
クティブでは、分析単位を「取引」(transaction)としており、「取引」を二つ以上の主体間
の境界をこえた財の移転と定義づけている。また「取引」の行為そのものだけでなく、組織
間における「取引」のあり方も問われるという。つまり、取引が権限によって調整される組
織間により行われるのか、価格機構（メカニズム）が働き、調整される市場によって行われ
るのかという「組織」か「市場」かの選択問題を、取引コストの観点から取り扱う。加えて
近年、市場でも組織でもない中間領域の取引様式が加わり、中間態（組織）が行う取引コス
トにも注目が集まっている。最近のフレームワークでは、市場、中間形態（組織）・組織と
いう三分法で、三つの取引様式の選択について論じている。それらを説明するために、取引
そのものの特性を設定し、取引の不確実性の程度、取引の頻度、取引特定的投資の程度の３
つに分けている。「取引の不確実性」は取引の将来における予測可能性と関連し、「取引の頻
度」は取引が 1回限りか継続的かを指す。「取引特定的投資（取引特殊的資産）」は、その取
引に特殊な投資がどの程度行われているのかをいう。例えば、投資が取引特殊的に行われれ
ば行われるほど、他への転換可能性が少なくなり、きわめて取引独自性の高い資産が形成さ
れると言う。したがって、取引特定的投資が大きくなればなるほど、市場における取引より
も中間形態や内部における取引が選好される。このフレームワークによれば、長期契約とい
う中間形態が選択されるのは、取引が継続的に行われ、取引の不確実性が中程度で、しかも
取引特定的投資が中程度の場合である。企業は、取引コストの最少化という「効率」の観点
から組織間関係を見る。この観点から、市場、中間形、組織という代替的取引様式の選択を
考えるのである。この枠組みの中で、特に中間形態として「ネットワーク」や「長期契約」
などを位置づけることは重要である。本研究に当てはめてみると、小規模小売企業と電子商
取引を提供するプラットフォーマーの組織関係による取引コストは価格機構によりコスト
が決まる「市場」でもなく、単なる組織の強弱関係で取引コストが決まる「組織」でもない
事がわかる。特にプラットフォーマーが構築している電子商取引プラットフォーム自体へ
の投資が、取引コストを管理するための「取引特殊的資産」であり、それが後述の「延期的
流通システム」を指すのではないかと考える。それが正に「中間形態（組織）」と言える理
由である。小規模小売企業とプラットフォーマーの取引形態が「市場取引」でも「組織内部
取引」でもない理由を説明する。それは、小規模小売企業は市場に直接商品を供給する立場
にありながらも、製造企業や卸企業が決定する価格と、市場の相場価格の板挟みの位置にあ
り、また小規模企業個々の売上シェアは非常に低く、製品の販売価格や、仕入（卸売）価格
の決定においては、非常に弱い立場にあると言える。大手小売企業のように、市場価格を十
分に理解し、自社の利益も計算した上で、最も好条件を出す卸企業や製造企業を選択相手と
９ 
 
取引する立場、つまり、価格機構（メカニズム）により取引相手を決定するという「市場」
取引は出来ないのである。また、「組織」内部取引は、取引に関する問題を権限に基づく階
層で解決するものであるが、規模の差こそあれ、卸企業や製造企業にとって小規模小売企業
は得意先（中間流通上の顧客）であり組織内部取引でもない。つまり、この「中間業態（組
織）」は、組織内取引と市場取引の両方のメリットを併せ持ったものである。この取引関係
では、特定の取引相手との長期的な関係を前提とするため、信頼関係を確固たる関係にしや
すく、機会主義的な行動は発生しにくいと言われる。結果として「中間業態（組織）」は、
純粋な市場取引を行う場合よりも取引コストは小さく、経営資源の囲い込みを実現しやす
いと推測する。方や、規模の違いはあれ、「中間業態（組織）」は独立した企業間取引である
ため、権限責任が働く組織内の取引と比べ非常に柔軟性があり、結果取引リスクも逓減する
と考えられる。以下に、この「中間形態（組織）」たる中核と言える「取引特定的投資（取
引特殊的資産）」として「延期的流通システム」を説明する。 
延期と投機の原理（principle of postponement-speculation）は、Alderson によって提
起され Bucklin によって理論化されたと言われている。その論理を簡潔に述べれば、消費や
購買のタイミングにより近く、流通・生産の意思決定を遅らせる事が戦略上有利とするのが
「延期」（postponement）、流通・生産の意思決定を優先し、そのスピードやボリュームを優
先した戦略展開が有利という考え方が「投機」（speculation）である。 
小売業特に小規模小売業においては、延期的でありながらも顧客の需要に答えられるプ
ラットフォームの方が、在庫過剰や売れ残りのリスクが低減出来るため好ましいと言われ
るが、日本は高度成長期を通じて大量生産、大量共有を柱とした投機型の経済が確立され、
小規模小売業もその顧客フロントを担う形で数を増やして来たと言える。その後の POS や
WMS（倉庫管理システム）などの情報システムの進展、小口配送物流事業の出現などにより、
延期的なサプライチェーンが可能となり、消費者の嗜好も多様化し、多品種少量が生産の主
流に変わった事で延期の原理が重要になってきたと言える。本研究はその「延期」について、
特に「延期的流通システム」について、小規模小売企業が大手卸企業や大手製造業の提供す
る延期的流通システムの選択をいかに行うのかを、小規模小売企業側の論理を中心に調査
したい。延期的流通システムは実需対応や生産・流通の同期化が重要であり、その中で「延
期」とは実需対応や生産・流通の同期化のような意味であり、何故、それを「延期」と呼ぶ
のかと言えば、顧客の需要や注文が発生する時点近くまで、配送や生産を遅らせる（延期す
る）からであると言う。「延期」することで顧客の望むものを要求量だけ生産・流通させる
事で在庫を圧縮し、効率化をはかり、リスクを小さくするのが、延期化の基本発想である（高
嶋 2003）。近年の流通事業において延期的流通システムの構築は，最も重要な課題の一つと
なっている事は明らかである。需要不確実性が高まり、小売企業間の競争は激化し、結果と
して、販売予測が困難となり、売れ残りリスクや品切れによる機会損失リスクも高まり、収
益悪化を招き、ひいては事業継続困難の要因となるからである。その対策として、商品の発
注・納品・陳列のリードタイムを可能な限り短縮化し、在庫補充の頻度を増加させて少ない
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在庫と高い回転率での運用を目指すのである。近年の POS の進化や、物流のシステム化や自
動化の流れが、これらを支援している事は明らかである。現在は、これらの最新技術も含め
て広義に流通プラットフォームと呼び、そのシステムへの移行が、サプライチェーン全体の
流通費用を引き下げる有力な方法となったのである（高嶋 1994, van Hoek2001,Robinovich 
and Evers 2003, 高嶋 2010）。 
この進展は小売業と上流の卸業や製造業との軋轢も生んだ。迅速で多頻度多品種少量の受
発注や配送による店頭在庫リスクの逓減は、小売業にとって大きな経済的メリットを生む
が、その構築費用は主に資本力のある製造企業や卸売企業の負担に頼らざるを得ないので
ある。そうなれば、小売企業が明確な自社のメリットを受けられるか分からない状態で、部
分的にでも投資した延期的流通システムに強く依存する事が避けられない事が明らかにな
らなければ、当然、小売企業はその延期的流通システム構築に消極的になるはずである。但
し、これは小売企業が部分的にでも投資力を持つ場合の論理であり、ほぼ最初から部分負担
する事さえ難しい小規模小売企業においては新たな論理が必要であろう。 
本研究では「取引コストパースペクティブ」の中の「中間形態（組織）」の取引コストの
観点から、「取引特定的投資（取引特殊的資産）」＝「各種電子商取引プラットフォーム」の
選択において、小規模小売企業がいかに取引コストを意識して判断し採用し、そして資源依
存管理を行っているのかを探究する。同時に、延期的流通システムに投資する側の卸業や製
造業の電子商取引プラットフォーマー側の戦略についてインタビュー調査も行う。本研究
における「中間形態（組織）」とは、小売企業と販売代理（エージェント）契約を行う形態
をとるアスクルを始めとするオフィス通販、卸企業や製造企業として小売企業と商品売買
契約を交わした上で、サービス事業として、無償または有償で電子商取引プラットフォーム
を提供する形態、インターネット上にマーケットプレイスを構築し、無償または有償でネッ
ト店舗を出店させる形態を指す。 
 
３． 企業や組織の新しいアイデアやニーズとの両立可能性に関する先行研究 
 
社会学者のエヴェリット・ロジャースが 1962 年の書籍『Diffusion of Innovation』で提
唱した普及理論は、その後、多くの研究者の多様な研究の中で採用されてきた。その普及理
論の中で、特にイノベーションが実現する要素として重要とされる両立可能性
（Compatibility）は、本研究にもあてはまると考える。例えば、古くからあるアイデアは
心理的にみて重要な道具であり、新しいアイデアを評価したり意味を与えたりする。人々は
熟知している事に礎を置かずにイノベーションに対処する事は出来ないという。また、イノ
ベーションが両立可能か否かは、それが潜在的採用者のニーズに合致しているかどうかに
よる。チェンジエージェントはクライアントのニーズを把握して、次にそのニーズを満たす
イノベーションを推奨する（ロジャース 2007）と言われている。 
両立可能性（Compatibility）とは、イノベーションが既存の価値観、過去の体験、そし
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て潜在的採用者のニーズと「相反しない」と知覚される度合いのことである。つまり、より
良く両立しているアイデアは潜在的採用者にとって、それほど不確実なものではなく個人
の状況になお一層適合しやすい。こうした両立可能性が感じられると、新しいアイデアに対
して個々が意味を付与する助けとなり、より一層なじみのあるものになる。具体的には、「社
会文化的価値や信条」「これまでに導入されたアイデア」「ノベーションに対するクライアン
トのニーズ」などに応じて、イノベーションは両立可能、あるいは両立不可能であるとして
いる。 
本研究において、小規模小売企業が流通サプライチェーンの上流に位置する卸企業やメ
ーカー企業が提供する電子商取引プラットフォームという新たなアイデアを受け入れる時
には単なる経済的な判断や、組織間パワーの力関係だけでなく、それまで自らが培ってきた
「企業文化」「経営方針」「これまで独自で生んできたアイデア」「顧客の受け取り方」など
との両立可能性が、新しいものを受け入れる判断を下す時の重要な要素となるはずである。
特に本研究の対象となる文具事務用品小売産業は歴史があり、100 年を超えるような企業も
存在する。業界に染みついた独特の文化は簡単に変えられるものではなく、長年に渡りパワ
ー関係で優位に立つ大手卸企業や大手製造業が長年に渡り文具事務用品小売企業に対して
変革を促してきた経緯があり、それでも変化を受け入れなかった事実もある。その代表的な
施策が、大手の卸企業や製造企業が小売企業側の仕入れ支援のために構築した電子商取引
プラットフォームであり、これは、従来の電話や Fax での注文手段がインターネットに変わ
っただけで、物流サービスもエンドユーザー配送ではなく小売企業への納品であり、顧客へ
は、小売企業が商品を届けるという業務にも変化はなく、両立可能性を簡単に実現したが、
そのシステムの延伸で、小売企業の先の顧客に直接インターネット発注を行わせるシステ
ム付加は、卸企業や製造企業が、いくら商流を守り、小売マージンを担保すると説明しても、
強く小売企業側から受け入れを拒否され、両立可能性の壁にぶつかったという事実がある。
しかし、この壁を簡単に超えたのがアスクルの提唱したエージェントモデルである。その理
由が、従来の卸売りの商流の変更ではなく、別物に見えた販売委託契約のエージェントモデ
ルにあったと言われている。小規模小売企業が自ら培ってきた卸売りの文化とは、あまりに
も異なる、自分達では仕入れも販売もしないネット通販モデルが何故に両立可能性を解決
し、一気に受け入れられたのかも探究してみたい。本研究が対象とする 3種類の電子商取引
プラットフォーム（ネット通販エージェント、ネットモール出店、卸支援型ネット通販）の
導入も、それぞれのプラットフォーマーが仕掛ける変革施策であり、両立可能性は、採用の
可否判断の瞬間と、その後の変革の必要性において、重要な論理になると思われる。小規模
小売企業の経営者は両立可能性の論理を知らないが、経営判断するために自社が長年築い
てきた強みがどう変化するのか、業務や組織はどう変化するのかの観点で悩み決断したは
ずである。その実態を探究できればと考える。 
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４． 組織間の差別化戦略についての先行研究 
 
組織間における差別化戦略の先行研究は多いが、多くが大企業を対象にした研究であり、
卸企業やメーカー企業などの資本力のある企業がいかにフロントに位置する小規模小売チ
ャネルを差別化戦略に巻き込むのかを論じている。しかし、実際には同業の小規模小売企業
同士の差別化戦略も必要である。また、卸や製造などの大手企業の戦略としても、小規模小
売で構成されるフロントチャネルもまた、特異性を生む立派な源泉であって、会社の評判、
サービス、顧客訓練、その他多くの要因の評価を上げうるのである（Porter 1985）。 
ポーターの差別化戦略では、差別化とは他と違う事を行う事ではなく「差別化により顧客が
認知する価値が上がっていること」が、差別化戦略成立の絶対条件なのである。 
 例えば今回の研究対象である企業向けインターネット通販というプラットフォームにつ
いても、実際の商品構成やカテゴリ、顧客の購買のプロセス、契約の形態、配送の品質など、
上位数社の機能や事業構造に大きな違いはない。しかし事業規模は年商で比較しても、アス
クル 3,604 億円、たのめーる 1535 億円、カウネット 975 億円（いずれも 2017 年度年間売
上、企業ホームページより）と大きく差がついている。ブランド認知度も、アスクル７位、
カウネット 17 位、たのめーる 20 位以下（日経 BP 社、ブランドジャパン 2018）となってお
り、アスクルの一人勝ち状態である事は明白である。その理由については、やはりこのオフ
ィス用品通販という市場を生み出したアスクルに先行者利益があると考えられるが、2012
年の各社業績を見ると、アスクル 1,970 億円、たのめーる 1,079 億円、かうねっと 734 億円
とそれほどの開きは無く、厳しい競争状態となってからの直近 5 年間でアスクルだけが急
激に伸びたと言える。これは単なる先行者利益ではないだろう。ポーターの言う「顧客が認
知する価値」がアスクルだけ上がっていると言えるのではないだろうか。本研究ではネット
通販各社の競争戦略については言及しないが、この明らかに企業力の差として認知出来る
事実は、本研究の中心である小規模小売企業が、どの企業と組むべきかの「選択」に大きな
影響を与えるはずである。エージェントという立場ではあるが、どのブランドのエージェン
トを選ぶかと言えば、顧客が認識するより価値の高いブランドを選ぶと推測する。アスクル
のエージェント数は全国で約 1500 社と言われ、テリトリーの無い通販市場で同じアスクル
ブランドを担ぐエージェント同士の競争も相当激しいと想定されるにも関わらずである。 
ポーターが論じる差別化戦略の７つのポイントには、「他企業との関係性の強さ」と「評判
(ブランド)」が含まれており、今回の仮説の一つである「特定の卸やメーカーの代理店色を
強くする事が、同じブランドを担ぐ競合代理店との均質化、同質化による競争力低下よりも
自社のために有利であると思うほどに、その仕組みを採用する。」について仮説検証を行う。 
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５． 埋め込み概念による企業の「信頼」と「評判」獲得に関する先行研究  
 
「埋め込み」アプローチの先行研究では、互酬が相手との互恵的な関係コミットメントに
ついて関係的信頼を高め、評判が相手の能力への一般的信頼を高めると考える (Gulati 
1998; Rowley et al. 2000)。評判と信頼は表裏一体のもので、信頼無くして継続的な評判
は得られない。しかも有効な評判は(あるいは悪評は)複数の取引関係者の間に濃密なコミ
ュニケーションがなければ形成されない。この条件が満たされるのは、地域的隣接性や(公
的・私的な)同業団体などによる同業者間の濃密なクリーク（社会集団）が存在しなければ
ならない（千葉 1994）という。この課題研究に当てはめてみると、アスクルを始めとする
多くの小売企業が集積して構築されたエージェント組織はまさに地道な信頼の発信と評判
獲得を積みながら集団化していったエージェント同士のクリークの形成により生まれたも
のであると言える。しかも、その集団が相手の現在の意図や目的・行動原理が長期的に大き
く変化しないことが、何らかの形で信愚されている時に長期の信頼関係が発展しやすい（千
葉 1944）という。この事もまた、誕生から現在に至る約 20 年に渡るアスクルの成長と、成
長を支えたエージェントモデルの成功が証明しているのではないだろうか。利益率は高く
は無いが、アスクルは安定して利益を供給し続け、自分達の事業拡大が皆で担ぐアスクルと
いうブランドを育成し、成長がさらに安定をもたらすという好循環が、アスクルとエージェ
ント各社双方に、信頼と評判を作り上げたのではないだろうか。当然ながら全てのエージェ
ントが初期の頃から、その好循環に乗れたわけではないが、たとえ途中から参加しようと、
ふるいに掛けられながらもアスクルとエージェント組織が作り上げた行動指針・原理を理
解した企業だけが信頼と評判を獲得したのだと考えられる。途中から参加したエージェン
トは、ブランドが市場に浸透してからの参加であり、単なる認知的な基準により、信頼や評
判を得ようとしたのかも知れない。しかし、タイミングや動機はどうであれ、長くエージェ
ントとして成功する理由は同じである。また、「埋め込み」アプローチは、より社会全体に
おける信頼の構造的コミュニケーションを考える。その際に、関係やその構造の特性そのも
のが、個人や組織の信頼性評価に与える影響が重要である（安田 2001）。信頼性の質は２つ
の側面があり、一つは、企業が他者への将来的なコミットメントを行おうとする意図に対す
る信頼性としての「関係的信頼」があり、もう一つは、企業の「能力」を一般的に評価した
期待値としての「一般的信頼」である（若林 2002）。アスクルはまさにエージェントに対し、
将来にわたり、安定した利益を生む事業の継続をコミットする事で「関係的信頼」を提供し、
市場がアスクルブランドを好感し受け入れた姿や、全国翌日配送（大都市は当日）の能力に
より「一般的信頼」も提供した。アスクルモデルが「信頼」と「評判」の獲得により、社会
に埋め込まれ、エージェント拡大とアスクル自体の拡大は自然の流れのように進んで行っ
たと言える。この「埋め込み」の二つの関係は単に揃えれば良いというものではなく、相互
に二つの特性が関連を持つことで「信頼性」へと発展すると言う。市場や業界に「評判」が
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流通して「一般的信頼」を得る事は、企業間関係の前提条件であるものの、個別の企業間の
協力関係が発展するには「関係的信頼」の獲得がより重要である。この「一般的信頼」と「関
係的信頼」は、企業間関係において、役割が異なるのである。特に「一般的信頼」は、確固
たるコミットメントにより構築された「関係的信頼」とは異なり、計測しやすく高まりやす
い反面、評判低下など変化により、信頼が低下する事も多く、場合によっては関係解消も起
こりやすいと言える。故に、企業での協力関係の形成において、「評判情報」による「一般
的信頼」は、普遍的な必要条件となるものの、それは互酬を生む「関係的信頼」と異なり、
企業間個別関係の発展は意味しないのである。むしろ互酬によりポジティブに評価が行わ
れる「紐帯理論」において、「評判」の増幅効果はある(Burt 2000)と言われる。つまり、こ
こでは「一般的信頼」は前提条件とし、企業個別の「関係的信頼」の発達が「評判」に繋が
り、結果「一般的信頼」を増幅するという関係になる事を理解しなければならない。本課題
研究では先行研究の「一般的信頼」を高める論理を理解した上で、小規模小売企業が「評判」
の獲得を考えるのかを課題とする。その中でも企業の「能力」は「評判」として提供される
「一般的信頼」を提供する事に着目したい。 
さらに、CSR 研究の観点からだが、企業評判（レビュテーション）管理の先行研究からも
一つの着目点として引用したい。それは、企業の評判の高低を分ける要因として､全般的な
信頼感や好感度等の｢情緒的アピール｣が、その企業が取り扱う｢製品やサービス｣そしてそ
の企業が果たすべき「社会的責任」への評価に影響することが証明された（小具 2007）。  
これらの先行研究から、本課題研究では、小規模小売企業が顧客や業界からの「信頼」や
「評判」を期待し、自らは、プラットフォーム提供企業との関係性において同様の「信頼」
と「評判」の獲得のために、いかなる選択を行うのかを研究したい。 
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Ⅲ．仮説の提示 
 
先行研究から得られた課題研究の着眼点をもとに、本課題研究のテーマである小規模小
売企業（今回は文具流通業界における小規模文具事務用品小売企業とする）の電子商取引プ
ラットフォーム選択の論理を探索するための仮説を５つ立てた。「資源依存パースペクティ
ブと組織間パワー」「延期的流通システム」「普及理論、両立可能性」「差別化戦略」「社会的
埋め込みと評判」の５つである。各仮説は以下のとおり、 
 
1. 仮説①（資源依存パースペクティブと組織間パワー） 
「小規模小売業（の経営者）は、プラットフォーム提供者が有する大きな資源、品揃え（調
達力）、物流力（在庫と配送）、情報管理力（商品情報、顧客情報）、ブランド力などに依存
してしまうことを恐れていないほど、その仕組みを採用する」 
 
小規模小売企業にとって、サプライチェーン上流に位置するプラットフォームを提供す
る広域卸企業や製造企業の資本力は絶大であり、自己の資金だけでは到底持つことの出来
ない、全国規模のブランド力、情報システムや物流機能、そして数十万に及ぶ品揃えは、プ
ラットフォーマーのパワーに依存する事でしか得られない。しかし依存すればするほど支
配され管理される事は明白である。小規模小売企業にとってそのような圧倒的な差を持つ
組織間パワーの関係は恐怖感さえ感じるはずである。そのような圧迫感の中でもあえて資
源依存を行いつつも、依存度管理を行う事が重要であると考える。どれだけの小規模小売企
業が、資源依存を恐れずに採用したのかを調査し仮説を検証する。 
 
2. 仮説②（取引コストパースペクティブと延期的流通システム） 
「小規模小売業（の経営者）は、プラットフォーム提供者が提供するシステムを採用する事
により、営業人件費や、自社在庫、配送などのコストを、自前で同等の事業を継続するコス
トと比較してコスト優位性が感じられるほど、その仕組みを採用する」 
 
延期的流通システムは、多くが大手卸企業や製造業、オフィス通販会社などのプラットフ
ォーマーの投資で構築されるため、小規模小売企業にとって多くの経済的利点があると考
えられる。流通において小規模小売という事業（機能）が不要となりつつある今、収益性の
確保と顧客の利便性向上の、相反する経営課題を同時に解決するためには、プラットフォー
マーが提供する延期的流通システムの採用検討は不可避であるはずである。しかし、同時に
新たに発生する取引コストの影響範囲は、小規模小売企業の根幹に関わる可能施もあり、経
営者は慎重な検討を行うはずである。何をもって取引コストの優位性を見極めて採用を決
めたのかを調査し明らかにする。 
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3. 仮説③（普及理論、両立可能性） 
「小規模小売業（の経営者）は、既に有する自社の事業や組織と新しいプラットフォームな
どの仕組みが、既存の組織体制、プロセスと両立すると認識しているほど、プラットフォー
ムを採用する」 
 
企業の規模にかかわらず企業経営者は、これまで先代や自身が築き上げてきた事業や組
織を簡単に変更したり廃止したりは出来ない。しかし、時代の変遷により、新しい仕組みを
取り入れなければ生き残る事が難しい事も多々発生する。やはり、その時、経営者は少しで
も両立可能性を追求し、既存の維持と新規の獲得の両方を実現するように行動するはずで
ある。それ以上に、その両方により相乗効果を生みたいとも考えるはずである。小規模小売
企業の経営者が同様の事を考えてプラットフォームの採用を決めたのかを調査する。 
 
4. 仮説④（差別化） 
「小規模小売業（の経営者）は、プラットフォーム提供者が提供する延期的流通システムの
採用が、特定の卸やメーカーの代理店色を強くする事が、同じブランドを担ぐ競合代理店と
の均質化、同質化による競争力低下よりも自社のために有利であると思うほどに、その仕組
みを採用する」 
 
事業規模に関係なく、小規模小売企業にも差別化戦略は重要である。一見、競合関係にある
小売企業同士が同じ延期的流通システムを採用し、同じブランドを担ぐ事は、差別化ではな
く均質化にとれるが、ポーターの言う「差別化とは他と違う事を行う事ではなく差別化によ
り顧客が認知する価値が上がっていること」であるとすれば、差別化の軸は競合小売企業で
はなく、このシステムを担いだ事により顧客が認知する小売企業の価値が向上する事が重
要と理解できる。実際にそれを小規模小売企業の経営者が意識していたのかを調査する。 
 
5. 仮説⑤（評判） 
「小規模小売業（の経営者）は、プラットフォーム提供者が提供するシステムを採用する事
により、顧客や自社が所属する業界から「より良い評判」を得られると認識しているほど、
プラットフォームに参加する事を決断する」 
 
小規模小売企業の経営者にとって、社会に貢献する企業としての「信頼」を得るために「評
判」を高めたいと考える事は自然である。「信頼」や「評判」を、手っ取り早く獲得する手
段として、信頼が高く、評判の良いブランドを持ったプラットフォームに参加し、そのブラ
ンドを担ぐ事も有効である。つまり、小規模小売企業の経営者は、複数存在するプラットフ
ォームの中から「より良い評判」を得られると認識する事で選択をしているのではないだろ
うか。この観点での選択の実際を調査する。 
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Ⅳ．研究の方法 
 
 ５つの仮説に則して、小規模小売企業は、何を意識し何を判断の論理として、電子商取引
プラットフォームを選択してきたのかを、全国の文具小売企業に対する調査で明らかにし
たい。小規模小売企業経営者における電子商取引プラットフォーム選択の論理は、経営者が
本研究で仮説の採用した著名な先行研究を知らずとも、小売業経営の経験を通じ、何らかの
意識を持って採用の判断をしていると推測する。小規模小売企業は常に自社よりもパワー
を持つ企業の依存度管理戦略にさらされながらも、自らの経営のため、その言葉を知らずと
も依存度管理に取り組んでいるはずであり、その仕入先への対応は、大手小売企業が行う行
動と同様に、依存度を引き下げようとするはずである。当然ながら、パワー関係において有
利な立場で相対する卸企業や製造企業も、さらにプラットフォームの強化を推進しつつ、そ
のプラットフォームに依存させようと、圧力をかけて来るはずである。この強者の論理につ
いては、ここで調査対象とする小規模小売企業群と取引を行っている日本の主要な大手電
子商取引プラットフォーマーに対してもインタビューを実施し、明らかにしたい。 
今回は質的研究として「インタビュー」と「アンケート」の 2種類の調査を実施した。調
査対象である小規模文具販売店群に対し、経営者インタビューを７社に対して実施、並行し
て、インターネットによる文具小売店アンケート調査（アンケートフォームは付-4 参照）
を匿名希望の大手オフィス用品製造販売企業に協力頂き、同企業の小売企業向けメールニ
ュース受信承諾小売企業 5731 社に対し、本研究の目的や大学名、研究者名を明示したアン
ケートサイトへの誘導 URL を入れたメールを送付し、専用ウェブフォームに入力してもら
う方法で実施した。このサイトには一切の個人情報を記載しない事を前提としている。並行
して、今回の文具事務用品小売業の取引先であり、電子商取引プラットフォームを提供する
上流の卸企業、製造企業、ショッピングモールプラットフォーマー、オフィス用品ネット通
販プラットフォーマーへのインタビューを行い提供側の論理も調査した。こちらも各社、匿
名を前提としており、社名は記号で表記する。 
 
1. 小規模文具事務用品小売企業に対する質問票調査について（資料：付-4） 
 
【調査方法】ネットサイト（Google form）による質問文に対する 5 段階評価アンケートを 
用意し、案内 URL を記した案内メールを文具事務用品小売企業 5731 社へ送信 
【調査期間】2018 年 10 月 29 日（月）～11 月 16 日（金）約 3週間 
【調査対象】オフィス用品製造販売会社と売買契約を結んでいる日本国内小規模小売企業 
5731 社（日本全体 7254 事業所 商業統計 2015、推定カバー率 80％） 
 
調査対象企業の特徴として、今回の調査協力企業によると、取引額は約５億円～100 万
円まで広範だが、取引額の平均値は 1 千万円前後であり、小規模小売企業と言えるとの意
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見。また、（平成 26 年度商業統計 2015）から、文具小売業は事業所数 7254、従業員数 2万
6222 人、年間販売額 3506 億円という統計数値が出ており、計算すると、1社あたりの平均
売上額 4830 万円、1 社あたりの平均従業員数 3.6 人であり、十分に産業自体が小規模小売
企業で構成されていると言える。今回資源依存やパワー関係の相手となる電子商取引プラ
ットフォームを提供している卸企業、製造業、オフィス通販会社、ネットショップモール企
業は全て数百億円から数千億円の事業規模を有し、このパワー対比の観点からも調査対象
は十分に小さいといえる。 
 
【回収結果】最終メール開封数：1,174 社（参考：メール開封率 20.5％） 
アンケート閲覧数： 364 社（参考：アンケート開封率 31.0％） 
アンケート回答数：  135 社（参考：アンケート閲覧比 37.1％） 
アンケート回収率：メール配信比 2.3％、メール開封比 11.5％ 
 
【質問に込める変数と測定】 
目的変数を「電子商取引プラットフォームを経由した売上」とし、アンケート結果を説明
変数とした重回帰分析を行う。各質問文に込めた「評判と社会的埋め込み」「資源依存と組
織間パワー」「両立可能性」「取引コストと延期的流通システムの採用論理」「差別化」の５
つを説明変数とし、小売企業経営者の同意や否定を 5 段階の評価値に変え関連性を確かめ
たい。質問内容は、採用した先行研究者の論理に則して作成した 5問を、電子商取引プラッ
トフォームの提供提案を受けた時期、つまり選択当時と、現在（約 20 年～10 年の期間が経
過している）に対して「＊＊-1」と「＊＊－2」の１問につき２つの質問に枝分けて聞いて
いる。最初の質問である「質問 1-1. インターネットによる販売方法を導入するにあたり、
顧客や業界に対し自社の企業イメージが高まると期待した。」は、「評判と社会的埋め込み」
で論じられている社会や業界から「より良い評判」の獲得を意識した選択なのかを聞いてい
る。その対の質問として、「質問 1-2. 現在、インターネットによる販売方法によって、顧
客や業界に対し自社の企業イメージが高まっていると思う。」により、選択時に「評判」を
目的にした経営者にはその通りであったかを、選択当時、意識していなかった経営者には、
結果としてその通りであったのかを聞いている。次に「質問 2-1. インターネットによる販
売方法を導入するにあたり、既存の人的な営業活動との両立は可能であると期待した。」は、
仮説③の「両立可能性」を問う質問であり、世襲が多いこの業界の小規模小売企業の経営者
としては代々受け継がれてきた事業と組織は簡単には変えられず、新しい事業が良いもの
判断し、取り入れようとする時には、従来の事業のやり方との両立を期待する事は必然であ
ると思われる。はたして選択時にその発想はあったのかを探る質問である。対の「質問 2-
2. 現在、インターネット販売と旧来からの人的営業活動の両立は実現していると思う。」は
問１同様に現在の状況を聞いている。「質問 3-1. インターネットによる販売方法を導入す
るにあたり、既存の人的販売に比して、人的な業務コストや、自社在庫、配送コストなどの
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削減効果を期待した。」は仮説②の「取引コストと延期的流通システムの採用論理」につい
て聞いており、小売企業にとってコスト優位性は自社の利益に直結するものであり、新しい
事業の仕組みを選択するにあたり最も戦略性を持って慎重に判断すると思われる。特に延
期的流通システムは、小規模小売企業にとって自社では構築出来るものではなく、取引コス
トの観点でも非常に魅力的であると推測する。対の「質問 3-2. 現在、インターネットによ
る販売方法によって、人的な営業コストや、自社在庫、配送コストの削減は実現していると
思う。」は他の設問同様に、現在の状況を聞いているが、取引コストは時間経過とともにそ
の効果が企業の継続性として実感すると考えられ、非常に重要な質問であると考える。「質
問 4-1. インターネットによる顧客向け販売の仕組みの導入を検討するにあたり、システム
を提供する企業に、価格付け、商品（品揃え）、配送、顧客管理等を依存してしまうのでは
ないかと危惧した。」は、この課題研究の中核といえる質問である「資源依存」に関する依
存度管理の質問であり、自社では構築出来ない電子商取引プラットフォームの魅力にひか
れ、また、パワー関係においても弱い立場にある小規模小売企業が、依存する事への感情や
管理の考え方については大いに悩んだはずである。小規模小売企業ならではの葛藤も含め
て聞いてみたい。対の「質問 4-2. 現在、システムを提供する企業に、価格付け、商品（品
揃え）、配送、顧客管理等の点で依存していると思う。」は、最も悩み考え選択したであろう
資源依存について経年変化を聞いている。「質問 5-1. インターネットによる販売方法を導
入するにあたり、競合する小売との差別化を期待した。」は、「差別化」理論の質問であり、
小規模企業であろうとも差別化戦略は重要であり、選択時に差別化の論理が根底にあった
のかを聞いている。対の「質問 5-2. 現在、インターネットによる販売方法によって、競合
小売との差別化が実現していると思う。」は、差別化の目論見を持って選択した経営者には
実現の有無を、当時は意識せずとも、質問による気付きを持った経営者には、結果としての
差別化実現の状況を聞いている。 
 
2. 小規模文具事務用品小売企業経営者へのインタビュー調査について 
 
【調査方法】直接面談によるインタビュー調査（１社あたり２時間程度） 
【調査期間】2018 年８月１日（水）～1２月 25 日（火）約 5か月間 
【調査対象】無作為に「2018 文具業界団体名簿」（一般社団法人）全日本文具事務用品団体
総連合文具事務用品小売企業に抽出した文具小売企業約 30 社の内、社長イン
タビューを受諾した７社に対し実施した（但し、会社名、社長名、および会社
特定に繋がる情報を公開しない事を条件とする） 
 
＊インタビュー対象の文具事務用品小売企業の概要は、①「東京飯田橋 A社、
年商 0.9 億円、従業員数３名」、②「東京御茶ノ水 B 社、年商 2.5 億円、従業
員数５名」、③「東京神田 C 社、年商 2.4 億円、業員数４名」④「福岡 D 社、
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年商 1.5 億円、業員数５名」⑤「京都 E 社、年商 10 億円、業員数 15 名」⑥
「大阪 F 社、年商 1 億円、業員数５名」⑦「晴海 G 社、年商 0.8 億円、2 名」
以上 7社     
 
【インタビュー概要と分析】各社に訪問し、社内、近隣の飲食店等で談話の形式により、イ
ンタビューシートをベースに、質問は記憶し経営者には提示せずに、インタビューシートの
文言通りの聞き取り調査にならないよう留意しながら日本各地の文具小売店の経営者 7 名
にインタビューを実施した。その内訳は、東京都内 4 社、京都市 1 社、大阪市 1社、福岡市
1 社の計 7社である。数としては十分とは言えないが、並行して行った文具小売店 135 社ア
ンケートと合わせ、特に仮説と関連する経営者の言質を獲得し、質的な分析を行う事を目的
としたインタビューと位置付ける。1 社あたり 2 時間をかけて、本課題に挙げられている仮
説についての質問も含みつつ、広範な経営インタビューを実施する事が出来た。インタビュ
ー記録を資料（付-2）に掲載する。7名の経営者の要望で、自身の氏名、会社名、彼らの顧
客名などを非公開にする事を求められたが、概算の売上や利益、多数の小売企業が利用する
プラットフォームブランド名、仕入れ先の商号に関しては、小売店の特定が難しいとの判断
から公開する事を承諾頂いた。 
インタビュー中の質問項目は、アンケート調査と同様の５つの仮説と連携した同様の内
容であり、資料（付-1）にあるように明文化は行ったが、インタビューとして経営者の生の
声を得る事を優先して、経営者の語りの記述を行った。回答に該当する思いや考えは、自然
発生的に経営者自己の判断の解説として冷静に発せられることを期待したが、交渉相手で
ある大手卸企業や製造企業との関係性自体は非常に繊細なものであり、容易に感情的にな
りやすく、プラットフォーム企業側の印象や、交渉時の状況などを思い出し、感情をあらわ
にする経営者も多かった。また、時間軸については、質問はアンケート同様に「当時」と「現
在」わけて質問をしたが、口述のため、15 年から 20 年前の当時の感情と、現在の感情が頻
繁に混同する場面が見られた。分析については発言と事業規模や依存度との相関を見ると
ともに、インタビューにおける回帰分析結果の裏付けとして生の言葉を添える事を目的と
する。  
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Ⅴ．結果 
 
1. 小規模文具事務用品小売企業経営者インタビューサマリー 
 
① インタビュー対象の小規模小売企業の概要について 
調査方法に明記した手段で選択した小規模小売企業 7 社の主な特徴は以下のとおりであ
る。図２に示す年商の差については、コピー機などの代理店を行っていたり、文具関連事
業としてオフィス家具の販売や家具に伴う内装工事などを請け負う事業を行っていたりす
る事で文具事務用品販売に属するネット通販エージェントやネットショップなどの電子商
取引プラットフォーム経由の売上比率との連動は見出しにくい。本調査では、図３に示す
自社の事業全体織り上げの中のインターネット経由売上比率が、ネット事業への取り組み
意欲の高さと想定し、その高さを指標にインタビューにおける電子商取引プラットフォー
ムへの好感、嫌悪感についてインタビュー時の小規模小売企業経営者の語調や感情表現な
どの印象や前後の文脈により分析を行った。 
図２ 
図３ 
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 インタビュー時の質問別に回答を並べ直し、好感、嫌悪感を現わす表現を抽出し、好感、
嫌悪感を横軸にインターネット経由販売比率を縦軸にマッピングを行った。あくまでもグ
ルーピングを目的として、感情の強さの度合いは考慮せずに言葉の配置を行っている。一般
的な言葉の意味とは異なる位置に置いた言葉もあるが、インタビューを実施した研究者が
受けた発言者のニュアンスを優先して配置している。 
 問 1（図 4）の「プラットフォームを使ってみて良かった点、逆に悪い点」については、
規模に関係なく、嫌悪感と好感はバランスよく配置されている。利用後については個々の経
営力や経営方針の違いもあり、両方の意見に分かれていると考える。問 2（図 5）の「プラ
ットフォーム活用により、従来の営業活動コストは削減したか」については明らかな好感は
減り、嫌悪感とどちらでもないという言葉が増えている。これは実際の「取引コスト」につ
いて、小売企業の経営者は、思っていたほどに取引コスト削減が実現しない事を強く感じた
のではないだろうか。問 3（図 6）の「導入後の営業や事務や配送などの業務プロセスは変
わったか」については、好感の言葉が多く、嫌悪感が少ない事がわかる。これは、小売企業
経営者が業務変革自体を望んでいる事が理解出来る。同時に変革による現実の厳しさに嫌
悪感を示す言葉がきつく、投げやり感が見える。この差は電子商取引プラットフォーム採用
後の成否の差ともとれる。問 4（図 7）は、「社員数や組織は変わったか」であるが、この問
に対しての各社の経営者の反応は冷静であり、ほとんど変わらいのという意見が多かった
が、これは、期待感を持って始めたが大きな変化が無く落胆したというニュアンスに聞こえ
た。ネットの売上規模に関係なく「変わらない」という回答への集中は組織変革の難しさを
現わしているのではないだろうか。問 5（図 8）の「その他、会社に変化はあったか。それ
は長年の蓄積と何が違っていたのか」は、質問の範囲が広すぎたためか、思いつく事が少な
く言葉の数も少なかったが、特徴としては規模には関係なく嫌悪感と好感に分かれた。これ
は変化を前向きに受け止めて行動に出た経営者と変革についていけず嫌悪感を抱いた経営
者に分かれたためと考えられる。問 5 と対で費用について聞いた問 6（図 9）「その変更に費
用は発生したのか」については、変革にかかわる費用の質問と捉えなかった回答が、電子商
取引プラットフォーム利用料が多くかからない事を理由に「変わらない」という回答をして
おり、インターネット販売比率が50％と高い1社が特別な支援があるようで好感している。
方や、導入による組織や事業自体の変革と捉えた企業は、変革に関わるコストと、変革失敗
による損失を大きな費用の流失と考え、嫌悪感を持ったと推測する。問 7（図 10）の「プラ
ットフォーム提供者との契約内容、条件交渉過程の不満点」については、問 6同様にインタ
ーネット販売比率が 50％と高い 1 社が採用を好感している言葉を残している以外は、総じ
て厳しい言葉で電子商取引プラットフォームとその提供者を非難している。問 8（図 11）の
「プラットフォームの採用は、既存取引先との関係に影響を与えたか」については、新たに
親の代から事業を引き継ぎ、インターネットを中心に新規で顧客獲得を目指していて、それ
でもまだインターネット売上比率 20％の 1 社だけが好感しており、残りは、インターネッ
ト販売比率が 50％を超える企業も含めて、厳しい非難の言葉で嫌悪感を示している。問 9
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（図 12）は「依存度が増す事で、価格設定の自由度や営業活動そのものが制限されたか」
と依存度について聞いているが、依存してしまった後悔の言葉とともに、強く依存管理され
ている事がわかる。問 9を聞いた後に、問 10（図 13）で「依存度が増す事に対する恐怖感
や嫌悪感などの感情は」と、依存度が増したことによる感情を聞いたが、既に問 9 の回答段
階で感情が入った意見が次々出ており、聞き直しでもあり、直接的に感情を聞いた事もあり、
問 10 については、嫌悪感も多いが、比較的冷静に、達観したニュアンスも出しながら「ど
ちらでもない」という意見が増えたのだと考える。問 11（図 14）は「採用後、販売価格や
利益率は全体的にみて従来よりも逓増しているか否か」と、電子商取引プラットフォーム採
用後の実際の利益貢献を聞いた。比較的活用度の高い企業 2 社だけが増加している事を好
感しているが、2 社以外は全て増加していない事実、それ以上に減少した事に嫌悪感を示す
言葉が多数見られた。全体感として、前項の実際の発言録に加え、言葉の分析でも嫌悪感の
強い、非常に厳しい結果が出ていると言える。 
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② 小規模小売企業インタビュー記録サマリー 
 
 小規模小売企業 7 社に対して行った。1社あたり 2時間をかけてインタビューを行ったが
各社の思いは複雑であり感情的な発言が多かった。以下、サマリーとして仮説に従い小売企
業経営者の声としてまとめた（プラットフォームのブランド名、社名は伏せて表示）。 
始めに、電子商取引プラットフォーム導入時を回顧頂き、採用の理由や、導入に至った経
緯について聞いた。相手は大手の卸企業やメーカーであるため、組織間のパワーの差を利用
し、強い資源依存の要求があったと予測していたが「FAX で行っていた流れで自然に導入し
た。」（飯田橋 A社）、「先代がお世話になっていた」（御茶ノ水 B社）「（同業の）仲間が始め
ていたので始めた」（福岡 D社）など、比較的深慮なく採用を決めているようであった。た
だ、初期の頃、その根底には「（オフィス通販会社から）エージェントとなれば、20％の小
売企業の利益を保証する」（御茶ノ水 B 社）という高いインセンティブを提示されていた事
もあるようである（現在は７～9％程度）。また、取引コストに関する意見もあり、周辺の自
ら営業活動出来る範囲は従来の営業活動を継続しつつ「遠方で御用聞き営業が非効率な顧
客だけオフィス通販にする」（飯田橋 A 社）、人的営業活動が主の「おやじの時代の社員も高
齢で辞めたのもある」（大阪 F社）という経営的判断をしている事も理解出来た。また、上
流側の資源依存の論点だけではなく「顧客であった企業が成長し、全国規模に拡大する過程
で顧客企業から電子調達の要望があり」（神田 C社）や「大手顧客の電子購買の要求が大き
く、ネット通販よりも企業の電子調達にチャレンジせざるを得なかった」（京都 E 社）とい
う顧客側の経営革新の側面もある事も理解出来た。但し、後者の（京都 E 社）は、接続のた
めの開発費やランニングコストの増加で採算が取れず、最終的には取引断念に追い込まれ
ている。いずれにしても電子商取引プラットフォーム採用判断の当初においては「あくまで
も補完目的だった」（飯田橋 A社）が小規模小売企業の本音であると理解した。 
次に、電子商取引プラットフォーム運用段階に入ってからの評価を聞いた。好意的な評価
は少なく「面倒で売上の小さい文具消耗品は通販に置き換えても良いと考えていたので、営
業ツールとしては丁度よかった」（福岡 D社）、「家族経営に特化すれば、なんとかやってい
ける。おやじの時代のまま人に依存する経営をしていたら潰れていたと思う」（晴海 G 社）
など縮小回避策に活用した事がわかる。ただ、評価をしないという意見は多く「それでも道
具は道具なのであまり良し悪しの意識がない」「（オフィス通販導入は）自社の経費削減効果
以上に利益が低下（実質７％）し、導入して良かったという感覚は無い」（飯田橋 A 社）や
「一番の悔いは、苦労して口座を開いた大手顧客を中心に、（オフィス通販）に切替えると
ほどなくして顧客要望という大義でエージェントを外されたこと」（御茶ノ水 B 社）などで、
採用時に評価していた取引コストへの期待は運用段階においても「顧客の事業規模が拡大
し、全国物流対応も拡大したが、追加費用無しに対応出来た。顧客さえ捕まえておけば自社
システムでは無くても大手企業に対抗できる」という取引コストの利点を享受した企業は 1
社だけで、多くは「（電子商取引では）簡単には事業は拡大しないという事。ある程度拡大
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はしたが、人を雇えるほどにはならない。（卸やメーカーの）活かさず殺さずの戦略にはま
っている」（晴海 F社）、「遠方の顧客に（オフィス通販）は適しているかと思ったが、結局、
（顧客の）最寄りのエージェントに多くの顧客を奪われた」（飯田橋 A社）との否定的意見
であった。「これは提供する電子商取引システム自体の特徴として、エージェントが代わっ
ても顧客が得る価値に変化が無いからであり、同じなら近所の店にするのが人間心理であ
るためであると推測する。しかし、この質問の回答は悲観論だけに終わっていない。「（自社
商号の）ブランド力は劣るがそれは顧客囲い込みで補う事が出来る。人間による対応は彼ら
には出来ない」「新たな御用聞きとして、顧客の印刷物のデザインなどの付加価値サービス
を行っている」（神田 C社）、「大企業は人的なコネが使えて、比較的電子商取引化が進んで
いない家具や事務機にシフトし、中小企業向けの営業も強化して何とかやっている」（京都
E 社）など、自社の人的な強みに立ち返り経営立て直しに努力する状況が理解できた。 
次に、実際に電子商取引プラットフォームを導入した事で、従来の営業活動コストは削減
したかのかを聞いた。やはり資源依存した事を悔やんでいる発言は多く「（ネット通販に）
置き換えた顧客への営業人件費は激減したが、結局は顧客を失い売上も購買量も減少した
ので利益貢献は低い」（飯田橋 A社）「（ネット通販に）かき回された分、一時的にコストは
増加したと思う。まるで請求代行業みたいだ。実際のエージェントフィー収入も請求事務代
行手数料相場の３％に近づいている。それでも回収出来れば問題ないが、焦げ付きリスクは
小売りの丸かぶりで、顧客が倒産したら大赤字になる」（御茶ノ水 B 社）「営業の中心はネッ
トで売れない家具や事務機の営業。給料は相当安い。地方だから何とかやっていけている」
（福岡 D 社）など、否定的意見が相次いだ。 
次に業務フローの変化について聞いた。資源依存や取引コスト低減については最も重要
であり、大きく変化していた。「営業については外回りが無くなった。既に 10 年以上前から
インサイドセールスをやっている」（飯田橋 A 社）、「配送業務というプロセスは劇的になく
なった」「配送は、配送兼営業車も廃止」（神田 C社）「営業はほぼメールや電話、販促もイ
ンターネットなので、営業活動の中身は激変している」（晴海 G 社）、「前は外回りが主だっ
たが提案書づくりのためのデスクワークも増えた」（京都 E社）などである。小規模小売企
業は電子商取引プラットフォーム採用により、多くの業務削減の恩恵を受けたが、同時に人
員削減には対応出来ず、結局は大きなコストを抱えているというのが実情のようである。 
「調達も配送もシステムも全て卸や（オフィス通販側）の仕事なので、ほとんどの業務をア
ウトソーシングしている感覚」（大阪 F社）、「電子商取引が進展しても小売の工数は減らな
い。家族経営程度の規模ならそれでもやっていけるが、社員を抱えている以上、簡単には削
減効果を求めることは出来ない」というのが本音なのであろう。 
その他、会社の事業や組織に変化はあったのかを聞いた。何らかの変革が実施されている
とすれば、資源依存や取引コストの仮説に影響があると想定されるが、小規模小売企業の経
営者はそれを意識して変化したのではないだろう。経営者が実感する最大の変化は、小規模
文具事務用品小売業ならではの営業活動の変化と言える。「長年、文具店は御用聞き的な活
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動が常だった。行けば懇意になり、何らかの注文ももらえるからとにかく客に行けが当然だ
った」「（オフィス通販）が生まれてから事業が一変した。外商を止めて、効率化を求めたが、
利益が無くなる一方となり、かといって元にも戻せずであった」（飯田橋 A社）、「以前は商
圏が明らかで店の周辺（神田、御茶ノ水、秋葉原）の企業に御用聞き営業をして繁盛してい
た。企業がインターネットで購買を始めたのは（オフィス通販）だけのせいではないのかも
知れないが、いずれにしてもエージェントとして業態を変えられるというのは絵空事」（御
茶ノ水 B 社）「以前は文具消耗品のついでに家具や機器だったが、今は家具や機器などを購
入した顧客のつなぎ止めに、利益度返しでオフィス通販を勧める。まったく営業の能力も異
なるものとなった」（福岡 D社）などの発言からも電子商取引プラットフォームの自社の採
用後や、周辺の事業環境における電子商取引プラットフォームの進展がもたらした営業縮
小の流れに対する苦悩が見える。経営者達は、既に電子商取引プラットフォームに頼らない
独自の変革も進めており、「外商の下落を補おうと店舗販売に注力出来た事で、小さいなり
に店頭販売の企画を充実させ顧客を作る事が出来た」（飯田橋 A 社）、「現在でもインターネ
ットに置き換えられない企業向け商売はあり、それが何かを探してチャレンジする事が会
社の目的となった」（御茶ノ水 B社）、「顧客商売は不変で、この部分は先代からの教えは今
も通じると思う。インターネット販売でも同じ」（神田 C社）等の意見は、この研究課題が
次に考えなければならない小規模小売業による未来に向けた解決策に繋がるはずである。 
組織間パワーの論理に関連すると推測される電子商取引プラットフォーム提供者との契
約や条件交渉の時に感じた印象について聞いている。小規模小売企業経営者達の答えは
「（ネット通販会社）からは、特に不安を煽る事も、参加を強制されるような事はなく」（飯
田橋 A 社）、「契約は、先代との関係や、長年の取引で恩を着せて、契約したら時間をかけて
利益を絞り、大手は奪いというのは商売として問題がある」（御茶ノ水 B社）、「まったく儲
からないわけではないが、大きく儲かる事もない。常に利益支援を要求しているが売上拡大
が条件とされると厳しい。不満というかうまく生かさず殺さず使われている事が悔しい」
（晴海 G 社）、「インターネット時代への順応だとか言いながら、契約後はどんどん売上も利
益も減っていった。利益を何とかしてくれと申し入れたが、ほとんど支援はなかった」（大
阪 F 社）などの意見から推察すると、総じて電子商取引プラットフォーム提供者は、交渉時
にパワーを使う事は無く、契約後、まさに晴海 G社社長の言う「生かさず殺さず」状況に持
ち込む事を手段としているようである。そうしている間に小規模小売企業側の依存度が増
し、資源を処分し依存状態から抜けられない状況にしていく流れが理解出来る。 
依存度が高まる事による、電子商取引プラットフォーム提供者の価格設定や営業活動の
コントロールが強まっているかを聞いてみた。「（ネット通販）を使えば、そもそも価格設定
の自由度は全く無くなる。営業活動も殆ど無くなっていく。顧客は複数の通販を比較購買出
来るので、何でも調達販売しますという御用聞きの強みは無くなる。故に営業する必要が無
くなる」（飯田橋 A 社）、「顧客への提供価格の決定権が（ネット通販会社側）にあるから、
他の通販との価格競争が厳しくなったと提供価格を下げられると自分たちの取り分は下が
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る。メーカーが値上げをしたら今後は卸価格を上げると平気で言ってくる。自分たちの強み
でもある仕入れ価格交渉の権限もない」（御茶ノ水 B社）、「信じて任せたが、どんどん価格
は下がり、売上も減った。利益の事を言うと、社員を減らせと言われた」（大阪 F社）など、
契約後、運用に入るとコントロールは相当厳しいようである。 
その厳しい依存度管理対する恐怖感や嫌悪感などの感情も聞いてみた。「不思議と、恐怖
感も嫌悪感もない。自社には店舗という収益源があり、人の対応が生きる店頭販売に注力出
来たからかもしれない」（飯田橋 A 社）、「怒りや嫌悪感は大きい。ただ、今は人でやれるこ
とをやって食べて行けているので恐怖感まではない」（御茶ノ水 B 社）、「アスクルには恐怖
感を持ったので、傷が深くなる前に拡大を止めた」（神田 C 社）、「恐怖感や嫌悪感はない。
諦め感が一番強い」（福岡 D社）、「強い悔いの気持ちがある。今後の事を考えれば恐怖でし
かない」（大阪 F社）、「（ネット通販会社）には裏切られた感が強いが、売上利益がまだ出て
いるうちは止めない」など、「恐怖感」や「嫌悪感」に加え、それに代わる感情として「諦
め感」「悔い」などのネガティブな感情表現も聞かれた。いずれにしても小規模小売業経営
者の感情としては負の感情に支配されていると言える。 
電子商取引プラットフォーム採用後の収益上の変化についても聞いた。7社中 5社が「中
小企業相手の自社は契約者数も伸びないし、1 社あたりの購買額も上がらない。どちらかと
いえば減少傾向にある」（飯田橋 A 社）、「（ネット通販）で言えば、採用時がピークでそれ以
降売上は下降のみ。販売価格も低下し、利益率は急激に下がった」（御茶ノ水 B 社）、「販売
価格は下がり、利益はほぼ無くなりつつある」（福岡 D社）、「電子商取引プラットフォーム
採用は、利益を失い、最後には顧客を失う」（京都 E社）、「販売価格は低下し、売上も利益
も激減した。増えた同業を私の周りでは聞かない」（大阪 F社）と減少を名言している。方
や 2 社は「顧客の業績が安定しているのと、顧客との人間関係が良好なので、顧客の成長と
ともに売上利益も増加している」（神田 C社）、売上は、消費が活発なので微増」（晴海 G 社）
と増加を口にしている。晴海 G社は、この発言に続けて「だが、価格は依然として厳しいま
ま。値上げをしたら売れなくなる。まったく景気が良いという感覚はない。景気が少しでも
下を向けば一気に悪くなると思う。逓増感はまったくない」と厳しい口調で発言している。  
最後に、電子商取引プラットフォームに拘らず、広くこれからの自社の情報化対応につい
て聞いた。「まずは店頭販売で人間関係構築を重視して、人でしか出来ない事を考え直した
い。その上で、店頭に顧客を誘導出来るような ICT 技術や、店頭に来る事が出来ない顧客の
ための ICT を人間関係ありきで、もし実現出来るなら採用を考えたい」（飯田橋 A 社）、「逆
に聞きたい。どうやってインターネット社会で、文具店をやって行けるのかわからない。今
は、まだ景気も悪くなく、店頭に来てくれる文具好きや、同じようにインターネットに乗れ
ない顧客企業が自分の店から買ってくれるから、なんとかなっているが、次に景気が悪くな
った時はどうなるかわからない。非常に未来は暗い」（御茶ノ水 B社）、「今までも、これか
らも、IT 投資は自社では難しいが、商売に有効なソフトや機器は買うと思う。あとは顧客
の IT 化要望にはついて行く必要がある」（神田 C 社）、「提案営業や顧客とのコミュニケー
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ションのために積極的にパソコンやインターネットは活用してゆく。ただ、電子商取引は仕
入れまでで、販売まではしたくない」（福岡 D社）、「IT 化が武器になるものを探して活用す
る。営業の提案支援機器とか、CAD とかには投資する。ネット通販は顧客を守るため、ネッ
トモール出店はネット市場の可能性を確認するための挑戦、あくまでも主体ではない」（京
都 E 社）、「この商売を続けるとすれば、販売管理のソフトやウェブの調達システム以外は
IT 不要。お客さんに対して言えば、はネット販売の方が競争は激しい。きっちりと人間で
営業したほうが良いのではないか」（大阪 F 社）、「（IT が）好きなこともあり、インターネ
ットの技術動向はいつもウォッチしている。生き残るためには IT 投資しかないとも思って
いる。幸い、フィンテックのサービスもウェブ広告もあまりコストはかからないサービスの
ようなので自分たちのビジネス合うものは積極的に導入したい。卸やメーカーの施策だと
しても、乗ったほうがいいものは乗る。依存度という言葉をまったく意識していなかったが、
そういう意味では卸やメーカーへの依存度は増していかざるを得ない。その上で自分たち
が守るべきものを探す必要がある」（晴海 G社）など多様な意見があった事を添える。 
  
2. 電子商取引プラットフォーム提供者インタビューサマリー 
 
本研究において、プラットフォーマー側の論理も重要と思われる。その実態を理解すべく
代表的な事業形態である「モール型」「ネット通販型」「小売ネット通販支援卸型」をそれぞ
れ電子商取引プラットフォーム提供事業として展開する 3 社に対してインタビューを実施
した。各社は社名や関連するブランド名、および会社特定に繋がる売上やシェアなどの情報
を本論文において非公開とする事を条件にインタビューに応じた。インタビュー対象とな
るプラットフォーマーのそれぞれの形態は、1社目は「モール型」としてインターネットモ
ールを運営し、今回研究対象の小規模小売店に対して、モールへの出店を促し、出店契約後
は、事業支援を行い、出店料や広告料を徴収する事業形態をとる企業で一般にプラットフォ
ーマーと呼ばれる。2 社目は、「ネット通販型」として統一したナショナルブランドを展開
するネット通販サイトを運営し、今回研究対象の小規模小売企業に対し、主にエージェント
と呼ばれる販売委託契約を促し、契約後は、顧客獲得と維持、および売上回収の役割を担わ
せ、売上比でフィーを供与する事業形態をとる。3 社目として「小売ネット通販支援卸型」
がある。これは、基本的な卸と小売りの商品売買契約を維持しながら、システム利用料や物
流プラットフォーム利用料を徴収する形で、卸（またはメーカー）がネット通販のプラット
フォームを提供する事業形態をとる。 
 
① プラットフォーム側の論理：インターネットモール型プラットフォーム企業 X 社 
（インタビュー相手：大手インターネットショッピングモール事業・営業責任者） 
本インタビューは、インタビュイーの匿名と企業名を推測出来る数値の公表をしない事
を条件に、X社のインターネットショッピングモール事業の営業責任者に行ったものである。
３２ 
 
X 社は業界大手のインターネットショッピングモール事業を持ち、X 社を含む上位数社は、
小売業から製造業直販まで広く出店を促し、流通（通過）売上高数千億円～数兆円の規模を
誇り、高い成長を続ける業界である。 
出店者の立場として、プラットフォームの顧客である小規模小売企業に対して、その関係
性の定義について質問したが、出店する企業との関係性について戦略的な考察も定義も無
かったと回答であった。X 社が見ていたのは競合企業の状況であり、競合に対抗する事の一
つの数字目標として出店店舗数が掲げられていたという。その目標を達成する手段として
出店料の逓減や無償の事業支援などのサービスを多数用意したが、特に店舗構成や専門分
野別に小売企業を吟味する事もなく、質よりも量を求めた事は確かであるとの事。結果とし
て、同業が多数出展し、同じ商材が重複し競争が増しても、それは店舗が競争力をつけてい
くであろうという根拠のない理屈を作り、「売れなくても取扱商品が増えれば賑やかしには
なる」（X 社、営業責任者）という方針でとにかく数を増やす事に注力したという。出店を
促進するために、何度も地方で出店セミナーを実施し、来場の店舗経営者に出店即決を迫る
などしていたようである。出店数が目標に達すると、販促費用はエンドユーザーである会員
数拡大に集中投下し、インターネットモールとしての規模やブランド認知は十分に実現し
たとの事である。しかし、「出店者である小売企業は、自社のインターネットモールに出店
している事でステイタスが高まったであるとか、取引コストが下がったであるとかは、とは
考えていないと思う。」（X 社、営業責任者）とのも語っており、当初期待した組織間関係を
意識した戦略は無く、やはり競争相手は競合プラットフォーマーであった。実際に、昨今は、
殆どのインターネットモールで収益の重心を広告ビジネスに移行し始めており、各社、広告
料収入を事業の中心に事業戦略を構築しているようである。しかし、この研究対象である文
具・事務用品小規模小売企業の出店は、非常に少なく、出店していてもほとんど広告費を払
えるような利益は出ていない。「実際、赤字が解消せず、開店休業状態に陥る小規模小売企
業は多い。幸いに新しい挑戦者も多いため新陳代謝と考えるしかない。」（X 社、営業責任者）
と言う意見を聞き、この X社は、小売企業との組織間関係についての認識は低くかったと言
わざるを得ない。確かに小規模小売企業経営者のインタビューにおいても、ネットモールへ
の出店を重要視する企業は無く、アンケート調査におけるネットモール出店による売り上
げ比率が 5％以下で殆どゼロと回答する企業が回答者全体の 78％（104 社）にのぼり、依存
度は非常に低いと言える。推測される理由として、他の電子商取引プラットフォーマーが商
品売買という取引を介している事に比して、ネットモール事業者は電子商取引のサポート
役を演じる事が出来るため、小売企業側も依存度管理されている意識も薄く、組織的なパワ
ーも自社の事業に脅威として存在するものではないからであろう。 
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② プラットフォーム側の論理：インターネット通販型プラットフォーマーY 社 
（インタビュー相手：大手オフィス向けネット通販企業、元経営企画責任者） 
本インタビューは、インタビュイーの匿名と企業名を推測出来る数値の公表をしない事
を条件に、Y社の経営企画組織に属する社員に行ったものである。Y社は業界大手のオフィ
ス用品通販会社であり、Y 社を含む上位数社は、各社が１つの事業ブランドを展開しながら
も、顧客接点を他社に任せる代理店制またはエージェント制（以降エージェントに統一）と
呼ぶ形態をとる。その事業モデルに大きな違いは無く、品揃えや品質についても特段の優位
性は存在しない。つまり、事業規模の差はあれども、今回の研究の対象である小規模小売企
業を中心としたエージェントへの施策はほとんど変わらないと言える。インタビューの主
旨として考察の対象は、最終購買者ではなく、エージェントであり、プラットフォーマーと
しての経営方針やエージェントに対する戦略である事を明示した。その上で、小売店をエー
ジェントにするために、Y社のブランドを担いでもらうための具体的施策を聞いた。Y 社と
しての経営的命題は「事業拡大の為に、エージェントの主たる役割である法人顧客獲得と売
上回収は欠かせないものであり、とにかく数を獲得せよ」であった。契約の原則は１つの法
人で１つのオフィス通販事業が基本であり、複数子会社を経営する大手以外の小規模小売
企業は 1 社に絞らざるを得ず、日本各地域に地域密着型で長年にわたり事業を営む小規模
小売企業は奪い合いであった。目的は既に彼らが長年をかけて関係を構築してきた各地域
の中小の顧客企業である。「初期の頃は陣取り合戦のごとく、とにかく地域の小売企業を囲
い込んで逃がさないために、そうとう圧力をかけたかもしれない。」と言う。TI 投資もまま
ならない小規模小売店に対して「小売りの IT 化は必須、利益率を下げてでも、物流やシス
テム利用料を負担し、インターネット通販に参加しなければ未来は無いとも言って販売店
の不安感をあおり、自社のプラットフォームのエージェントとなる事は生き残る手段でも
あると伝えてきた。」とも語った。小売店側の感情としては、相当反発も予想されたが、予
想に反し「未来を感じるからかけてみたい」と言う前向きな言葉も多く聞かれたと言う。本
音なのかは不明であるが、これは小規模小売企業へのインタビューやアンケートからは、伺
い知れなかったが、少なくとも大きな拒否感を表現する発言もなかった。いずれにしても、
この Y 社には、小規模小売企業を救済するような発想や施策は無かったようである。「社内
で事業企画を作る時から救済や支援の発想は無かった。報道の取材に関してはそのような
発言もあったかもしれないが、実際には対競合ネット通販の事しか眼中にはなく、如何に自
社に 1 社でも多くのエージェントを誘導するのかの施策を考えていた。」との発言があった。
情報収集も競合調査が中心で、エージェント契約内容についても競合との差別化として設
計していたという。加えて、契約後のリスクヘッジを織り込む事に注力し、経営が困難にな
った場合や、競合エージェントに M&A などで Y社エージェントが奪われそうになった時に、
如何にそのエージェントの顧客を渡さないかを前提とした契約内容を整備していたという。
実際には、エージェントが健全であっても、顧客大手企業である場合、顧客要望を大儀に、
まずは売価を下げる事で販売店のマージンを削り、小売店が採算をとれなくなったところ
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で顧客との直接取引に切り替えるようなシナリオも考慮していたようである。 
それを続けていては、地域を担う小売店が減り、結果として貴社も疲弊するのではないか
と想定されるが、Y社のエージェントに対する考えは「自らの存在価値を、オフィス通販以
外のサービスをもって法人顧客との関係を維持する術を持たない小規模小売店は、退場は
避けられない」というものであり、成長のためには数を求めながらも、仲間となったエージ
ェントに対しては厳しい条件で管理していると言える。言い換えれば、オフィス通販にとど
まらず他の付加価値を顧客に提供出来る企業は、オフィス通販のエージェントを一つの事
業の道具として企業は成長していけるはずなのである。つまり、オフィス通販プラットフォ
ームの市場への浸透は必ず小規模小売企業の淘汰を生む。このインタビューにより、小規模
小売企業への新しい示唆を得る事は出来たが、こと小規模小売企業と電子商取引プラット
フォーマーの組織間の関係自体は先行研究が与えてくれる論理や期待する仮説に反し、い
ずれも強い関係性は無く、オフィス通販のプラットフォーマーにとってエージェントはシ
ェア争いを競合と行うための手段でしかないという事がわかった。また、このインタビュー
から理解出来る事は、この企業は組織間パワーを十分に活用し、エージェントとして小規模
小売企業の依存度管理を徹底していたという事である。前項のネットモールとは明らかに
異なる方針である事が理解できる。但し、小売企業アンケートでは、この通販エージェント
の売上比率も低く、シェア 5％以下に抑える企業が 38％（51 社）を占め、エージェント事
業を組み込んでいると回答する小売企業においても、35％以下に抑える企業が、5％以下の
企業以外に 36％（42 社）あり、74％の企業が依存度を低く抑えようとしている事が見える。 
 
③ プラットフォーム側の論理：インターネット通販支援型製造卸売企業 Z 社 
（インタビュー相手：Z 社の経営幹部・役員） 
このインタビューも対象の企業名、事業名等を全て、伏せている。ネット通販会社名は匿
名を希望しなかったが、研究者の方で配慮し（ネット通販）という名称に置き換えている。 
この会社が提供する電子商取引プラットフォームは、小規模小売企業の顧客向けインタ
ーネット販売を支援する事を目的に開始した事業であり、原型である「卸におけるドロップ
シップメント（顧客直送代行）事業」は（ネット通販）が勃興する以前から事業を展開して
いた。目的は、あくまでも卸の立場を守りつつ、小売りの壁を超えて顧客接点を持ちたいが
為の施策であったという。その後、（ネット通販）の台頭に対抗すべく、企業が必要とする
承認システム（ワークフロー）や購買コスト管理システムなど付加価値投資も含めて費用を
かけて、企業向けのオフィス通販プラットフォームとして再構築したという。何よりも強み
は、従来からの商品の取引条件は変わらず、販売店に顧客売価を自由に設定するスキームを
維持した事である。「（ネット通販）よりも小売店に寄り添った企業購買システムプラットフ
ォームとして、良いものが提供出来たと自負している。」との事で、多くの小規模小売店が
採用した。企業購買システムと物流代行で構成されたスキームは、小規模小売企業の立場か
ら見て、成長につれて資源依存度が増加し、「最後には中抜き（商流から外される）」という
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恐怖心を感じさせないサービスであったため、大きく普及したのではないかとの事であっ
た。これは小規模文具販売店経営者のインタビューにおいても「卸やメーカーは、（ネット
通販）の急成長時にこそ、対抗してこのような支援システム強化や進化をしてほしかった。」
という意見が複数出ていたため事実であろう。しかし、（ネット通販）が成長を始めブラン
ド力が増していくにつれ、この卸の提供するシステムを利用する小規模小売企業も、並行し
てこぞって（ネット通販）とエージェント契約をし始めた。これは、前項のインターネット
通販型プラットフォーマーインタビュー内容同様に、相当強いパワーにより、エージェント
になる事を迫ったためのようである。加えてアスクルブランドが市場に広がり、無名の卸シ
ステムより認知度の高い（ネット通販）ブランドを選択する事も「評判」の論理からも容易
に推測出来る。結果として、ネット通販モデルの登場により、文具小売企業がこぞってエー
ジェント契約に飛びつき、文具事務用品系の小売企業ならば、どこかのエージェントである
という状況が生まれたのである。しかし、前項にもあるエージェントモデルの課題を小売企
業が理解するに至り、各社こぞって契約は残したまま、極端に依存度を抑える施策に出た事
も事実である。結果として、再び、「自社の小売店支援型通販卸モデルが、救世主のように
扱われる事になった。」（Z 社の経営幹部）のである。「我々はこれを、エージェントモデル
の罠と呼んでいる。つまり、エージェント契約して顧客登録したら、ネット通販エージェン
トには顧客購買情報がまったく入らなくなり、全ての購買情報が（ネット通販）に吸い上げ
られた上、利益も（ネット通販）に安価な価格で固定され、さらにシステム利用料や物流利
用料などの徴収も加わり大幅に減少し、人員削減を余儀なくされ、立ち行かなくなり、最終
的には顧客を奪われるという循環である。（ネット通販）エージェントの利益はよほどスケ
ールメリットを出さない限り、限界利益率は７％～９％で、1億円の売上で、人件費一人分
の捻出がやっとなのである」（Z 社の経営幹部）。Z 社の「インターネット通販支援型卸事業」
は一時的には停滞したというが、数年前から、小売企業がこの支援型のプラットフォームに
戻り始めたという。この点は小規模小売企業経営者へのインタビューでも好意的な発言が
あり、事実のようである。ただ「（ネット通販）登場前は、この事業モデルでさえ小売店の
強みが失われると警戒されていた」（Z 社の経営幹部）との事。「（ネット通販）が始めたエ
ージェントモデルという薄利の仲介モデルと比べれば、相対的に少しましなだけ」（Z 社の
経営幹部）程度の違いしかないのである。そのためか、現在は加入企業数も売上も横ばいで、
成長性は無くなってきているという。「顧客企業側が一括購買を求め価格ディスカウントを
求めるようになり、結果この自社モデルでも小売店は利益をコントロール出来なくなりつ
つある。既に、顧客企業が大手である場合、利益も相当薄くなり、小売店と自社の話し合い
により、小売店に外れてもらう事もある。また、これまで多様な小規模小売企業向けの支援
を繰り返して来たが、小売店側の成長は見られない。正直、我々も厳しい状況になりつつあ
る事は確かである。自社のモデルも経年により制度疲弊し、変化の時は迫っているのかも知
れない。」（Z 社の経営幹部）が本音であり、この Z社も通販プラットフォーム企業のように、
資源依存管理を強く意識しながらの経営を行く方針のようである。 
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３．小規模小売企業アンケート調査結果 
 
① 変数と測定 
 本研究では小規模小売企業の電子商取引プラットフォーム経由売上を目的変数とし、そ
のサプライチェーン上流に位置し、取引関係にある大手企業が提供する電子商取引プラッ
トフォームの選択理由を説明変数とする重回帰分析を行う。説明変数は先行研究から本研
究に有効と思われるものから設定した各仮説に則して定義されている。変数の定義詳細は
以下のとおりである。 
１つめの説明変数となる「評判」については、小規模小売企業の経営者が顧客や業界から
の「より良い評判」を得られると認識し電子商取引プラットフォームを選択するかどうかを
５点尺度により回答の平均値を測る。同時に経年変化によりその基準が上がったのか下が
ったのかも同じ５点尺度により回答の平均値を測る事で認識出来るかを探る。 
２つめの説明変数「両立可能性」についても電子商取引プラットフォームを選択する判断
基準として、既存の組織体制や業務プロセスなどと両立すると強く認識しているほど電子
商取引プラットフォームを選択するかどうかを５点尺度により回答の平均値を測る。同時
に経年変化によりその判断に変化が生じているのかを同じ５点尺度により回答の平均値を
測る事で認識出来るかを探る。 
３つめの説明変数「取引コストと延期的流通システムの選択」については、選択対象の電
子商取引プラットフォームが延期的流通システムそのものであり、その判断基準として重
要な「取引コスト」について、自前で同等の事業を継続するコストと比較してコスト優位性
が感じられるほど、その仕組みを採用するかどうかを、５点尺度により回答の平均値を測る。
同時に経年変化によりその判断に変化が生じているのかを同じ５点尺度により回答の平均
値を測る事で認識出来るかを探る。 
４つめの説明変数「組織間パワーと資源依存管理」については圧倒的にパワーを持つ電子
商取引プラットフォーム提供者に対し、依存する事に恐れていないほど彼らが持つ電子商
取引プラットフォームに依存するかどうかを５点尺度により回答の平均値を測る。同時に
経年変化によりその判断に変化が生じているのかを同じ５点尺度により回答の平均値を測
る事で認識出来るかを探る。 
5 つめの説明変数「差別化」は、ブランド力を持つ電子商取引プラットフォームに依存す
る事で代理店やエージェントとしての「旗色」を濃くしたほうが同業の小売企業に対して差
別化となると考えれば考えるほど、その電子商取引プラットフォームを採用するかどうか
を５点尺度により回答の平均値を測る。同時に経年変化によりその判断に変化が生じてい
るのかを同じ５点尺度により回答の平均値を測る事で認識出来るかを探る。 
その外にも、各種電子商取引プラットフォームが、小規模小売業の事業のウエイトを占め
るのかを、企業全体の売上比率を質問する事で明らかにしたい。同時に電子商取引プラット
フォームへの依存度合いが、会社の業績と如何に連動しているのかもこのアンケート調査
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で明らかにしたい。そのための質問として「企業の年商」「インターネット売上比率」「自社
サイトの売上比率」「卸提供インターネット支援システム売上比率」「通販エージェント売上
比率」「EC モール売上比率」を組み込んでいる。 
小規模小売企業の電子商取引プラットフォーム選択は、各種戦略論理とは別に、小規模小
売業側の会社規模の影響をコントロールするためにコントロール変数として「企業の年商」
を重回帰分析に加えている。 
 
② 調査対象母集団の特徴 
アンケート調査では、回答企業の集団としての特徴を理解するための質問も行っており、
その結果について報告する。回答企業 135 社の内、最も多かったのは 1 億円～3 億円で 37
社、次に多かった 5 千万円～1 億円の 27 社と合わせ全体の 47％を占める。5 千万円以下が
32 社で 24％、3億円以上が 39 社で 29％という構成であった（図 15）。 
 文具事務用品小売企業の印象として、年商の額が大きいように感じられるが、オフィス用
品としての取り扱い商材の幅は広がっており、多くの企業では「オフィス家具」「事務機」
「システムインテグレーション」「通信工事」「オフィス内装工事」など総合的に展開してお
り、結果として年商が大きくなっていると思われる。 
図 15 
 額を聞いた項目は年商だけだが、各種電子商取引プラットフォームについては会社年商
比としての「インターネット経由の販売比率」その具体的なプラットフォームである「自社
EC サイト（ホームページ）の売上比率」「卸やメーカー提供のインターネット売上支援売上
比率」「通販エージェントとしての売上比率」「EC モール出店による売上比率」を聞いた。 
 「インターネット経由の販売比率」分布（図 16）は小売企業のインターネット売上の全
体感を現わすものであり、文具事務用品系小売企業の IT 化率が理解出来る。その状況は総
じてインターネットによる売上比率は低く、5％以下が 40 社で母数の 30％を占める。5％～
30％が 56 社で 41％、5％以下と合わせると 96 社でインターネット売上比率の低い企業が
71％を占める。具体的なプラットフォームに関しても、「自社の EC サイトでの販売比率」分
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布（図 17）は 5％以下が 86 社で 64％と過半を占め、30％以下で 109 社 80％を占める。「卸
やメーカー提供のインターネット売上支援売上比率」分布（図 18）も 5％以下が 41 社で
30％、30％以下合計で 86 社 64％と低い売上比率の企業が多いが、60％以上の比較的高い売
上構成比率の企業も 20 社あり、特筆すべきは 95％～100％というほぼこの「卸やメーカー
提供のインターネット売上支援型」電子商取引プラットフォームのみで事業を行っている
企業が 11 社ある。「通販エージェントとしての売上比率」分布（図 19）は、5％以下が 51 社
で 38％と比較的高い比率を示している。売上比率 30％以下では 5％以下も含め 87 社で 64％
という状況と合わせ、売上貢献をしていないという事がわかる。但し、このプラットフォー
ムでも売上の 95％～100％を占める企業が「卸やメーカー提供のインターネット売上支援型」
同様に 11 社で 8％あり、１つの電子商取引プラットフォームのみで事業を行う企業も一定
比率存在する事も見えて来た。「EC モール出店による売上比率」分布（図 20）は、5％以下
が 104 社で 77％を占めている。25％以下では 5％以下も含め 120 社で 89％を占め、EC モー
ル出店は文具事務用品小売業には向かないと敬遠しているか、出店していてもほとんど売
上貢献していないと読み取れる。但し、この回答でも 1 社が売上の 95％～100％を EC モー
ル出店（ほぼ専業）で事業を展開していると回答している事を書き添える。 
図 16 
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図 18 
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図 20 
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③ 質問ごとの分析 
 質問は、仮説に則した以下の５つの質問を、電子商取引プラットフォームを選択した当時
（過去）と現時点で同じ質問を行う事により、合計で 10 の質問で構成されている。 
 
【質問 1（評判）】 インターネットによる販売方法を導入するにあたり、顧客や業界に対し
自社の企業イメージが高まると期待した（高まっていると思う）。 
【質問 2（両立可能性）】 インターネットによる販売方法を導入するにあたり、既存の人的
な営業活動との両立は可能であると期待した（両立は実現していると思う）。 
【質問 3（取引コスト）】 インターネットによる販売方法を導入するにあたり、既存の人的
販売に比して、人的な業務コストや、自社在庫、配送コストなどの削減効果を期待した（削
減は実現していると思う）。 
【質問 4（資源依存）】インターネットによる顧客向け販売の仕組みの導入を検討するにあ
たり、システムを提供する企業に、価格付け、商品（品揃え）、配送、顧客管理等を依存
してしまうのではないかと危惧した（依存していると思う）。 
【質問 5（差別化）】インターネットによる販売方法を導入するにあたり、競合する小売と
の差別化を期待した（実現していると思う）。 
 
 各質問における電子商取引プラットフォーム選択当時と現在の対となる質問は、約 10年
以上前と現在を聞いているため、選択当時の思いは回答者の記憶に依存される。また 10 年
の間には小売企業自体の変化もあり、事業環境も大きな変化があったと思われるが、それら
が回答に及ぼす影響については考慮していない。以下に、質問ごとの 5 択の分布を電子商取
引プラットフォーム選択当時と現時点で比較した。質問 1 の分布（図 21）については、選
択時の平均値が 3.452、現時点の平均値が 3.037 と大きく低下している事がわかる。5択の
ポイントでも４の「ある程度あてはまる」が選択当初は多かったが、現時点の評価は３の「ど
ちらともいえない」と２の「あまり当てはまらない」が増加しており、選択当初の「高まり
感」は低下していると言える。但し、現時点においても好感のウエイトは高くまだ「失望感」
にまでは至っていないように思う。質問２の分布（図 22）も、平均値で比較すると、質問１
ほどではないが、選択時は 3.659 であり、現時点の平均値は 3.378 と低下している。特徴と
しては、好感の分布が減少しているが、評価のバランスは大きくは崩れておらず両立につい
ては実現したと考えている企業が多い事がわかる。質問３の分布（図 23）も、平均値は選
択当初 3.578、現時点は 3.199 と質問１と同等に大きく下げている。選択当初の平均値は全
ての質問の中で最も高く、取引コストに関する期待感は大きかったと言え、その反動もあっ
て平均値を大きく下げたのではないかと思われる。質問４の分布（図 24）は、選択時の平
均値 3.459、現時点の平均値 3.533 と僅かではあるが平均値は上がっている。しかし、注意
しなければならないのは、本質問は他の４つの質問とは目的も内容も異なっており、「依存
してしまう事の危惧」を聞いた質問として、5 択のポイント４と５の「ある程度あてはまる」
４１ 
 
「非常に当てはまる」という答えは、電子商取引プラットフォームに否定的な感情と言える。
また、対となる現時点での「依存していると思う」という質問は、事実として危惧した事が
現実になったという事に対する問と言える。この質問４だけは、選択時、危惧すればするほ
ど依存しないという仮説と、その検証となる依存度を問う事を目的とした質問である。この
質問 4-1.と質問 4-2.の分布を推測すると、「非常に危惧をしている」と答えた企業が多く、
現時点として「それでも依存してしまった」と考える企業がさらに増えたという事である。
質問の分布（図 25）5 は、選択時の平均値が 3.185、現時点の平均値が 2.822 であり、その
差は他の質問と大きくかわらないが選択時当初も低い評価であり、現時点ではさらに低い
評価となったと言える。特に現時点の評価は唯一 2点台という低い評価である。差別化につ
いては小売企業、特に小規模小売企業においては「テリトリーを守り仲良く付き合う仲間」
（小規模小売企業経営者、インタビューより）であり、出し抜く感のある差別化という論理
は受け入れにくいのかもしれない。但し、選択時当初の質問では、期待感を示す「あてはま
る」側のウエイトが高く 61％（ポイントと度数の積の加重平均）で、現時点は 47％と「あ
てはまらない」側に振れている事からも、当初は差別化に期待し、経過とともに否定的にな
っていった企業が多かったという事がわかる。 
 
（図 21）                    （図 22） 
 
 
（図 23）                   （図 24） 
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（図 25） 
 
④ 小売企業インタビューデータによる重回帰分析 
 
 10 の質問全ての質問の相関を見る（表１）。対で聞いている電子商取引プラットフォーム
選択時と現時点については、時間の経過による評価の大きな反転が無い限り強い相関を示
す事は想定出来るが、異なる仮説から作成した異なる質問に強い相関が見られる場合はい
ずれかを外して分析するなどを繰り返した。まずは全ての質問の相関を見た。やはり、質問
1-1.と質問 1-2.を始めとする対となる質問同士の相関は全てにおいて高く出ているが、相
関が強く出る理由も明確のため再考は行わない。また、異なる質問番号で選択時を聞いてい
る枝番１（-１）の質問と現時点を聞いている枝番２（-2）、（例えば質問 1-2.と質問 3-1.の
相関）が強い場合は、偶然として再考しなかった。それらを外すと強い相関は質問 1-1.と
質問 2-1.となり、質問 1-1.はプラットフォーム選択時の判断の基準として「評判」を意識
したかを聞き、質問 2-1.は同じくプラットフォーム選択時の判断の基準として「両立可能
性」を聞いている。一見関連性のない質問のように見えるが、両質問を小規模小売企業の経
営者の立場で考察すると、質問３から質問５は、自らの経営資源になんらかの影響を感じさ
せるものだが、この質問１と質問２は「何かを自社に加えるのみ」と取られる可能性があり、
同じ経営者の発想として類似した評価となった可能性がある。 
相関の強い２つの質問である質問 1-1 および質問 1-2.と、質問 2-1 および質問 2-2.を、
それぞれ外して再計算を実施した。結果としては表２が示すように、質問１の２つを外すと
他の質問間の強い相関は見られなくなったが、質問２の２つを外すと、質問１は質問５との
間に強い相関を示すようになるため質問１を外した方を採用し重回帰分析を行った。 
 表３に示すように重回帰分析の結果は、全体の回帰関係 F 値は有意水準 1％で有意、寄与
率 R 値も 39％で説明変数も有効と考えられるが、質問個々の有意確率 P 値が高いため帰無
仮説は棄却されない事がわかる。 
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表１  
 
表 2 
表３ 
質問1-1. 質問1-2. 質問2-1. 質問2-2. 質問3-1. 質問3-2. 質問4-1. 質問4-2. 質問5-1. 質問5-2. 年商
質問1-1. 1
質問1-2. 0.742 1
質問2-1. 0.530 0.475 1
質問2-2. 0.511 0.550 0.718 1
質問3-1. 0.360 0.340 0.431 0.379 1
質問3-2. 0.423 0.539 0.441 0.506 0.648 1
質問4-1. 0.156 0.038 0.074 0.003 0.150 -0.017 1
質問4-2. 0.216 0.203 0.267 0.184 0.286 0.334 0.530 1
質問5-1. 0.396 0.494 0.313 0.313 0.359 0.465 0.155 0.235 1
質問5-2. 0.390 0.517 0.375 0.420 0.310 0.433 -0.010 0.200 0.696 1
年商 0.261 0.282 0.225 0.272 0.137 0.197 0.006 0.039 0.090 0.123 1
質問2-1. 質問2-2. 質問3-1. 質問3-2. 質問4-1. 質問4-2. 質問5-1. 質問5-2. 年商
質問2-1. 1
質問2-2. 0.718 1
質問3-1. 0.431 0.379 1
質問3-2. 0.441 0.506 0.648 1
質問4-1. 0.074 0.003 0.150 -0.017 1
質問4-2. 0.267 0.184 0.286 0.334 0.530 1
質問5-1. 0.313 0.313 0.359 0.465 0.155 0.235 1
質問5-2. 0.375 0.420 0.310 0.433 -0.010 0.200 0.696 1
年商 0.225 0.272 0.137 0.197 0.006 0.039 0.090 0.123 1
係数 標準誤差 t P-値 下限 95% 上限 95% 下限 95.0%上限 95.0%
切片 -0.798 0.445 -1.794 0.075 -1.678 0.083 -1.678 0.083
質問2-1. 0.063 0.134 0.472 0.638 -0.202 0.328 -0.202 0.328
質問2-2. 0.010 0.123 0.083 0.934 -0.234 0.254 -0.234 0.254
質問3-1. -0.042 0.106 -0.399 0.690 -0.253 0.168 -0.253 0.168
質問3-2. 0.227 0.119 1.905 0.059 -0.009 0.463 -0.009 0.463
質問4-1. 0.006 0.096 0.065 0.948 -0.184 0.196 -0.184 0.196
質問4-2. -0.005 0.101 -0.052 0.959 -0.206 0.195 -0.206 0.195
質問5-1. 0.005 0.114 0.041 0.967 -0.220 0.230 -0.220 0.230
質問5-2. -0.014 0.115 -0.126 0.900 -0.242 0.213 -0.242 0.213
年商 0.247 0.030 8.180 0.000 0.187 0.306 0.187 0.306
分散分析 自由度 変動 分散 分散比
重相関 R 0.655 回帰 9 102.529 11.392 10.443
重決定 R2 0.429 残差 125 136.360 1.091
補正 R2 0.388 合計 134 238.889
標準誤差 1.044
観測数 135
有意 F
0.000000000006
回帰統計
４４ 
 
次に、質問の括りを「電子商取引プラットフォーム選択時」と「現時点」に、つまり枝番
1 と枝番 2に分けて分析を続けた。電子商取引プラットフォーム選択時における５つの質問
の相関を見たところやはり、全体での相関同様に、質問 1-1.と質問 2-1.の相関関係が強く
出るため、それぞれを外した分析を試みた。表４と表５に示すように、結果はどちらもほぼ
同様の結果で、質問間の相関は低くなり、全体の回帰関係 F 値は有意水準 1％で有意、寄与
率 R 値も 39％で説明変数も有効であったが、やはり質問個々の有意確率 P 値が高いため有
効な分析とはならなかった。参考までに相関の強いそれぞれの質問を外した場合の目的関
数への影響度グラフを図 26、図 27 に掲載する。 
表４ 
 
表５ 
回帰統計 分散分析表 自由度 変動 分散 分散比
重相関 R 0.608 回帰 5 90.735 18.147 15.1576
重決定 R2 0.370 残差 129 154.442 1.197
補正 R2 0.346 合計 134 245.178
標準誤差 1.094
観測数 135
係数 標準誤差 t P-値 下限 95% 上限 95% 下限 95.0%上限 95.0%
切片 -0.743 0.459 -1.618 0.108 -1.652 0.165 -1.652 0.165
質問2-1. 0.102 0.107 0.953 0.342 -0.109 0.313 -0.109 0.313
質問3-1. 0.092 0.093 0.983 0.328 -0.093 0.277 -0.093 0.277
質問4-1. -0.040 0.080 -0.496 0.621 -0.198 0.119 -0.198 0.119
質問5-1. 0.049 0.087 0.558 0.578 -0.124 0.222 -0.124 0.222
年商 0.242 0.031 7.773 0.000 0.180 0.303 0.180 0.303
有意 F
0.000000000011
回帰統計 分散分析表 自由度 変動 分散観測された分散比
重相関 R 0.606 回帰 5 90.042 18.008 14.974
重決定 R2 0.367 残差 129 155.136 1.203
補正 R2 0.343 合計 134 245.178
標準誤差 1.097
観測数 135
係数 標準誤差 t P-値 下限 95% 上限 95% 下限 95.0%上限 95.0%
切片 -0.628 0.436 -1.442 0.152 -1.490 0.234 -1.490 0.234
質問1-1. 0.058 0.102 0.573 0.568 -0.144 0.260 -0.144 0.260
質問3-1. 0.111 0.090 1.228 0.222 -0.068 0.289 -0.068 0.289
質問4-1. -0.044 0.081 -0.550 0.584 -0.204 0.115 -0.204 0.115
質問5-1. 0.049 0.090 0.541 0.590 -0.130 0.227 -0.130 0.227
年商 0.243 0.031 7.712 0.000 0.181 0.305 0.181 0.305
有意 F
0.000000000014
４５ 
 
 
図 26（質問１外し）              図 27（質問２外し） 
 
次にもう一つの質問の括りである現時点での思いを聞いている枝番２の 5 つの質問につ
いて重回帰分析を行う。５つの質問間の相関は、表６が示すように、質問 1-2 が質問 2-2、
質問 3-2、質問 5-2 と強い相関を持つことが判明し、質問１を除いて分析を行った。今度は
質問 2-2.と質問 3-2.の相関関係が強まったため、質問 1-2.と質問 2-2.を両方外し再度行
ったところ表７にあるように質問間の相関については有効な値を得たので、重回帰分析に
進んだ。重回帰分析の結果としては、全体の回帰関係 F 値は有意水準 1％で正の値を示し、
寄与率 R 値も 40％で説明変数も有効、質問個々の有意確率 P値については質問 3-2.におい
てのみ有意水準 5％で正の値を示した（表８）。この取引コストに関する現在の状況を質問
したこの質問 3-2.「インターネットによる販売方法を導入するにあたり、既存の人的販売
に比して、人的な業務コストや、自社在庫、配送コストなどの削減は実現していると思う。」
については文具事務用品小売企業の電子商取引プラットフォームを活用したインターネッ
ト経由売上に関係があると言えるのではないだろうか。影響度を示すグラフ（図 28）によ
れば、この分析では、電子商取引プラットフォーム選択時には、強い関連性を示さなかった
「取引コスト」が、経年の間に重要性を認識し、現時点においては最も重要な論理となった
と推測される。但し、同じ質問での選択時との比較では大きく平均値を落としておりこの辺
については事項での分析も含め更なる考察が必要である。  
 
表 6 
 
質問1-2. 質問2-2. 質問3-2. 質問4-2. 質問5-2. 年商
質問1-2. 1
質問2-2. 0.550 1
質問3-2. 0.539 0.506 1
質問4-2. 0.203 0.184 0.334 1
質問5-2. 0.517 0.420 0.433 0.200 1
年商 0.282 0.272 0.197 0.039 0.123 1
４６ 
 
 
 
 
表 7（質問 1-2.と質問 2-2.を外した分析） 
 
 
表８ 
        
     図 28 
  
質問3-2. 質問4-2. 質問5-2. 年商
質問3-2. 1
質問4-2. 0.334 1
質問5-2. 0.433 0.200 1
年商 0.197 0.039 0.123 1
回帰統計 分散分析表 自由度 変動 分散 分散比
重相関 R 0.653 回帰 4 102.285 25.571 24.225
重決定 R2 0.427 残差 130 137.227 1.056
補正 R2 0.409 合計 134 239.512
標準誤差 1.027
観測数 135
係数   標準誤差 t P-値 下限 95% 上限 95% 下限 95.0%上限 95.0%
切片 -0.703   0.342 -2.057 0.042 -1.380 -0.027 -1.380 -0.027
質問3-2. 0.222   0.087 2.541 0.012 0.049 0.394 0.049 0.394
質問4-2. -0.001   0.081 -0.013 0.990 -0.161 0.159 -0.161 0.159
質問5-2. 0.001   0.084 0.009 0.993 -0.166 0.168 -0.166 0.168
年商 0.250    0.029 8.631 0.000 0.193 0.308 0.193 0.308
有意 F
0.000000000000005
４７ 
 
⑤ 電子商取引プラットフォーム選択時と現時点での関連性変化の分析 
 
 もう一つの調査観点として、電子商取引プラットフォーム選択時における小売企業の経
営者の思いや判断基準が、それを契約し資源依存し始め、実際に 10 年以上利用する事で思
いや認識は如何に変化したのかを分析した。実際に電子商取引プラットフォームが提供さ
れ始めて既に 15 年以上経過しており、同じ質問を行ったとしても異なる回答があると推測
した。質問にはない新しい観点や思いはインタビューから抽出するとして、ここではｔ検定
と回帰分析で、同じ仮説上での関連性の変化の分析を試みる。５つの質問は、電子商取引プ
ラットフォーム選択時と現時点で同じほぼ質問を行っており、その差は、実際に依存するの
かを迷っている時期に、迷いながらも何を目的に採用するのかを決め、判断を初めて行った
段階と、十分に期間を経て、実態感を持っている段階という差であり、分析の価値はあると
判断し実施した。まず、５つの質問ごとに「一対の標本による平均の検定」をアンケート回
答ごとに行い、表 9の結果を得た。つぎに、表 10 にまとめた「対応ある t検定による選択
当初と現在の差の検定確率（P 両側）」を確認し、質問 4 は値が大きく差があるとは説明出
来ないが、質問 1. 質問 2. 質問 3. 質問 4. の検定活率は１％以下で有意であり、対とな
る２つの質問に明らかに差があると言える。よって、質問ごとの差を説明変数とし、インタ
ーネット売上を目的変数として重回帰分析を行った。分析にあたり質問間の相関を調べた
が、表 11 にあるように大きな相関関係は見られなかった。重回帰分析の結果は、表 12 が示
すように、回帰関係 F 値は有意水準 1％で正の値を示し、寄与率 R 値も 37％となり説明変
数も有効となった。但し、質問個々の有意確率 P値は、総じて高く有意水準 5％でも有意と
は言えなかった。参考までに質問ごとの影響度のグラフを図 29 にあげる。 
 
 
図 29 
 
 
４８ 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表 9 
 
 
表 10 
 
質問1-1. 質問1-2. 
平均 3.452 3.037
分散 1.160 1.230
観測数 135 135
ピアソン相関 0.742
仮説平均との差異 0
自由度 134
t 6.132
P(T<=t) 片側 0.0000000045
t 境界値 片側 1.656
P(T<=t) 両側 0.0000000091
t 境界値 両側 1.978
質問2-1. 質問2-2. 
平均 3.659 3.378
分散 1.032 1.297
観測数 135 135
ピアソン相関 0.718
仮説平均との差異 0
自由度 134
t 4.006
P(T<=t) 片側 0.000
t 境界値 片側 1.656
P(T<=t) 両側 0.0001018
t 境界値 両側 1.978
質問3-1. 質問3-2. 
平均 3.578 3.119
分散 1.365 1.419
観測数 135 135
ピアソン相関 0.648
仮説平均との差異 0
自由度 134
t 5.386
P(T<=t) 片側 0.000
t 境界値 片側 1.656
P(T<=t) 両側 0.00000031
t 境界値 両側 1.978
質問4-1. 質問4-2. 
平均 3.459 3.533
分散 1.444 1.370
観測数 135 135
ピアソン相関 0.530
仮説平均との差異 0
自由度 134
t -0.748
P(T<=t) 片側 0.228
t 境界値 片側 1.656
P(T<=t) 両側 0.456
t 境界値 両側 1.978
質問5-1. 質問5-2. 
平均 3.185 2.822
分散 1.406 1.371
観測数 135 135
ピアソン相関 0.696
仮説平均との差異 0
自由度 134
t 4.588
P(T<=t) 片側 0.000005
t 境界値 片側 1.656
P(T<=t) 両側 0.0000102
t 境界値 両側 1.978
質問1 質問2 質問3 質問4 質問5 条件
P両側 0.0000000091 0.000101795 0.00000031 0.455585089 0.0000102 <0.05
４９ 
 
    
 
 
表 11 
 
 
表 12 
 
  
質問1差 質問2差 質問3差 質問4差 質問5差 年商
質問1差 1
質問2差 0.177226 1
質問3差 0.232719 0.198824 1
質問4差 0.158083 0.014424 0.272399 1
質問5差 0.048284 0.09157 0.020457 0.173861 1
年商 0.039975 0.099803 0.074712 0.033331 0.040255 1コントロール
両立可能性
質問内容
評判
取引コスト
資源依存
差別化
回帰統計 分散分析表 自由度 変動 分散 分散比
重相関 R 0.634 回帰 6 95.995 15.999 14.332
重決定 R2 0.402 残差 128 142.894 1.116
補正 R2 0.374 合計 134 238.889
標準誤差 1.057
観測数 135
係数  標準誤差 t P-値 下限 95% 上限 95% 下限 95.0%上限 95.0%
切片 -0.003  0.150 -0.022 0.983 -0.300 0.294 -0.300 0.294
質問1差 0.016  0.121 0.136 0.892 -0.224 0.256 -0.224 0.256
質問2差 0.004  0.116 0.033 0.974 -0.226 0.234 -0.226 0.234
質問3差 0.114  0.099 1.150 0.252 -0.082 0.311 -0.082 0.311
質問4差 0.057  0.084 0.678 0.499 -0.110 0.224 -0.110 0.224
質問5差 -0.033  0.101 -0.325 0.746 -0.234 0.168 -0.234 0.168
年商 0.263  0.029 8.950 0.000 0.205 0.322 0.205 0.322
有意 F
0.0000000000019
５０ 
 
⑥ インターネット販売が無い小売企業群とインターネット売上がある企業群の比較 
 
 本研究に取り組み始めた時には無かった分析観点であるが、アンケート調査回収後に、電
子商取引プラットフォームをほぼ使っていないか、あるいは採用はしたが殆ど売上に繋が
っていないと推定される「インターネット経由の売上比率」が 5％以下の小規模小売企業が
回答企業 135 社の内、47 社 34.8％になる事が判明した。そのため新たな仮説「インターネ
ットによる販売方法を導入するほど、会社全体の売上は伸びる」を加え、インターネット経
由売上比率が 5％以下の企業 47 社とそれ以上の企業 88 社の 2集団による、目的変数がイン
ターネット売上とし、年商を説明変数として、５％までを「0」、5％以上を「1」として、ロ
ジスティク回帰分析を行った。対数尤度の最小値と偏回帰係数の推定値を求める際に算出
されるデータごとの確率の推定値を、５％までの「0」、5％以上の「1」それぞれで平均値を
出す事で比較してみた。結果は、表 17 にあるように、インターネット経由売上比率が 5％
以上の企業８８社の y＝1 に対する確率の推定値の平均は 0.653、５％までの企業の推定値
の平均は 0,650 で、僅かにインターネット経由の売上を 5％以上持つ企業のほうが大きかっ
たが、その差は 0.003 で、ほぼ変わらないと言える。つまり、この分析では 2群の差は無く
仮説は否定された。 
 
表 17 
 
⑦ 小規模小売企業アンケート分析結果 
 
本研究の分析で行った重回帰分析は、説明変数の有意確率 P値が、有意な数値として示せ
ず、電子商取引プラットフォーム採用により、インターネット経由の売上に有意であると明
言出来るものは、「取引コスト」について立てた仮説②の「小規模小売業（の経営者）は、
プラットフォーム提供者が提供するシステムを採用する事により、営業人件費や、自社在庫、
配送などのコストを、自前で同等の事業を継続するコストと比較してコスト優位性が感じ
られるほど、その仕組みを採用する。」の内、現時点の状況を聞いた質問 3-2「インターネ
ットによる販売方法を導入するにあたり、既存の人的販売に比して、人的な業務コストや、
自社在庫、配送コストなどの削減は実現していると思う」に対する回答のみであった。電子
商取引プラットフォーム採用時、つまり実際に利用する前の段階における回答では、どうし
ても P 値が低下せず（強い相関の片方を外した組み合わせを試しての最低値でも 22％）、こ
の仮説は成り立たなかった。但し、新たな気付きとして、電子商取引プラットフォームを採
用し、長年使い続けた実感、実態として、「取引コスト」は強くインターネット売上に関係
しているという事である。しかも、選択時と現在の差においても「取引コスト」はインター
インターネット売上の有無 社数 推定値平均
インターネット経由の売上が5%以上ある 88 0.653
インターネット経由の売上がほぼ無い 47 0.650
５１ 
 
ネット売上に強く影響しており、全質問において、当初の期待感から使用後の実感に対して
影響が低下している中でこの「取引コスト」だけが利用後における強い関係を示していると
言えるのではないだろうか。 
また、有意確率を考慮しなければ、「取引コスト」に加え「両立可能性」もインターネッ
ト売上への相関は強く、「資源依存」と「差別化」は想定していたよりも相関は弱く、「評判」
については殆ど考慮していない事が理解出来た。小規模小売企業は、パワー関係に影響され
易く、「資源依存」への危惧の感情が電子商取引プラットフォームの採用を鈍らせる事によ
り、インターネット経由売上に大きな負の相関があるのではと予想したが、それは誤りであ
った。「資源依存」についても、インターネット経由売上に影響すると予測していたが、依
存しているという意識自体が非常に薄く、関連性も低い事を理解した。「差別化」について
は、同業の小規模小売企業に対する意識は薄く、小規模小売業の競合は依存関係にある電子
商取引プラットフォーム企業である事も判明した。依存する相手に対し差別化を考えると
すれば、それは依存度管理に繋がると想定されるが、小規模小売企業における依存度管理の
発想は強くない事もわかった。  
５２ 
 
Ⅵ．議論 
 
課題研究「小規模小売企業における電子商取引プラットフォーム選択の研究」の目的は、
冒頭の問題意識でも述べたように「日本の小規模小売企業の復活」の一助になればという思
いからであった。文具事務用品業界の小規模小売企業が直面している「電子商取引プラット
フォーム」採用と経営的な活用について、この課題研究を通して何等かの発見を目指し取り
組んだが、役に立てる検証は出来なかった。取り上げた先行研究はどれも素晴らしく、「社
会的埋め込みと評判」「両立可能性」「取引コスト」「延期的流通システム」「資源依存パース
ペクティブ」「差別化戦略」の各論理は、文具事務用品小売企業の経営に携わった事の無い
私においても十分に適用出来るものと確信した。事実として、調査の過程においても、その
論理を知らない小売企業の経営者が語る論理と何ら齟齬のあるものではなかった。それら
論理を元に組み立てた５つの仮説を検証するためのアンケート用質問群も、大いに文具事
務用品小売企業の経営者を共鳴させる事に成功し、説明の有意性の数値が良いものではな
かったにせよ、おおよその傾向を掴むには十分なデータを生んだと確信する。同時に、先行
研究やそこから作成した仮説を質問として明文化し伝える事の難しさ、質的研究の難しさ
も痛感した。質問のポイントがもう少し明確であれば、あるいは少しアプローチを変えてい
れば P 値などの数値は有意に出たかもしれないと思う。また、今回 135 社のアンケート回
答数と 7 社の小売企業インタビュー、3社のプラットフォーマーインタビューは、データ数
としては明らかに少ない。時間的に精一杯であったとは言え、もう少し工夫出来たのではな
いかと考える。問題意識は間違っていないと確信しているし、同様の課題を持つ日本の産業
は無数にあり、どれも十分な研究対象とはなっていない。ともすると流通研究は大規模事業
体や巨大プラットフォーマーに行きがちではあるが、それらの動きと連動して大きな影響
を受ける小規模企業群を研究対象にするケースは少ない。しかし、問題意識で提示した経済
産業省のデータが示すように、未だに日本の流通額の 7 割は小規模企業群が支えている事
も忘れてはならない。また、今回とりあげた５つの先行研究理論以外にも、日本の小規模小
売企業の経営や伝統的な産業構造再編などに役立つ先行研究と論理は多数存在するはずで
ある。勿論、今回とりあげた５つの先行研究にも多くの論理が存在する。重要なのは色々な
論理を、多分その論理が生まれた国や社会背景とはかけ離れた日本の身近な課題を持つ企
業や産業に当てはめてみる事であると思う。そうすれば何かが見えて来るかもしれない。ま
た、今回の探索においても解決策の事業モデルのアイデアを創出するところまで到達する
必要がある。研究結果の如何に関わらず、考えられる事は常時伝えて行く事が調査に協力頂
いた小規模小売企業への返礼であると考える。 
議論の結びとして、この議論を通じ小規模小売企業に関する課題研究の広がりを心より
期待して議論を終えたい。 
 
  
５３ 
 
Ⅶ．結論 
 
小規模小売企業にとって、自らの投資では構築が困難な「取引特殊的資産」としての特性
を持つ電子商取引プラットフォームの選択は、事業の継続性に繋がる重要な経営判断であ
る。今回の小規模小売企業経営者のインタビュー調査では自社の成長に大きな期待感をも
って電子商取引プラットフォームを採用した小規模小売企業が、その後の 10 数年の間に規
模縮小を迫られ社員を解雇し、家族経営に戻った事例を幾つも知る事となった。やはり資源
依存を伴う経営判断は、同時に自社の事業や組織の構造に影響が及ぶ事を理解しなければ
いけない。あるいは、依存度管理の術を身に着ける必要があるのかもしれない。どちらにお
いても研究の枠を超えて企業経営者に伝えて行く事は可能であると考える。並行して行っ
たプラットフォーマーのインタビューでは、大企業の戦略としては正しいのかも知れない
が、共通して言える事はかれらの目は市場で戦う競合のプラットフォーマーの事しか見て
いないという事である。サプライチェーンの上流に位置するプラットフォーマーにとって、
顧客フロントに位置する小規模小売企業は、流通の機能にしか過ぎないという事も理解し
た。それが事実であるとすれば、彼らが電子商取引プラットフォームを提供する目的には、
資源依存してくる小規模小売企業をコントロールの対象とは認識していても、小売企業の
事業や経営の事は考えていないという事になる。与信としての経営状態の観察はするが、経
営支援についてはどのプラットフォーマーも行う事は無い。理由は明確である。電子商取引
プラットフォーム利用者の小売企業の経営が立ち行かなくなっても、スキームとして顧客
まで到達している電子商取引プラットフォーム自体がリスクヘッジを行えるからである。  
これら双方のインタビューからは、小規模小売企業側の「資源依存」や「取引コスト」の
論理が重要であるという事が見えて来る。アンケート調査により、同様の相関が小規模小売
企業の選択として証明出来る事を期待したが、長年の電子商取引プラットフォーム利用を
経て現時点で気付いた「取引コスト」以外は、期待した結果は得られなかった。しかし、こ
れは極端に組織パワーの差がある関係と、小規模小売企業側の知識不足による可能性もあ
り、一概に棄却されたとは言い難く、更なる仮説による調査が必要であると主張したい。 
今回、インタビューとアンケートの調査を合わせて観察する事で、仮説と探索を「資源依
存」と「取引コスト」に絞り深堀する必要性が見えて来た。「取引コスト」については小規
模小売企業における電子商取引プラットフォームによる事業拡大の可能性について重要な
論理となる可能性がある。「取引コスト」周辺には有効な論理はまだ多数あり、それらを元
に仮説を加え「取引コスト」に絞り探究を続ける事は重要であると考える。また、「資源依
存」についても今回探索していない「依存度管理」や「関係特殊的資産」などについては、
さらに深堀し調査する事で大きな論理が見えて来る可能性があると確信する。いずれも、事
事業資源の少ない小規模小売企業にとって、手段としての「資源依存」と、成果としての「取
引コスト」は重要な経営的観点であると確認出来た事は本研究の意義はあったのではない
かと考える。                                 
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